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１. 東北地方の道路メンテナンス年報について 
 
（１） 概要 

〇 東北地方整備局では、道路利用者の皆様に道路インフラの現状及び老朽化対策につい

てご理解頂くため、点検の実施状況や結果等を「東北地方の道路メンテナンス年報」

としてとりまとめています。 

〇 橋梁・トンネル・道路附属物等※については、2014～2018 年度における 1 巡目点検（以

降、1 巡目点検）が完了し、2019 年度より 2 巡目の点検に着手しています。 

〇 今回は、下記についてとりまとめました。 

➢ 2019～2020 年度における点検結果及び判定区分の遷移状況 

➢ 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検結果 

➢ 1 巡目点検施設及び直近 5 年間の修繕等措置の実施状況（2020 年度末時点） 

➢ 舗装・小規模附属物・土工構造物の 2017～2020 年度の点検結果及び修繕等措置の

実施状況 

〇 この調査結果は、点検結果を踏まえた今後の措置方針の立案等に活用します。 

 
 
 
 
 

※道路附属物等：シェッド、大型カルバート、横断歩道橋、門型標識等 
 
 
（２） 橋梁・トンネル・道路附属物等の健全性の診断について 

全ての道路管理者は、2013 年の道路法改正等を受け、2014 年 7 月より 5 年に１回

の頻度で近接目視による点検を実施しています。 

 

健全性の診断は、以下の 4 段階に区分します。 

区分 状態 

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。 

Ⅱ 予防保全段階 
構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観点から措置を

講ずることが望ましい状態。 

Ⅲ 早期措置段階 
構造物の機能に支障が生じている可能性があり、早期に措置を講ず

べき状態。 

Ⅳ 緊急措置段階 
構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性が著しく高

く、緊急に措置を講ずべき状態。 

 

道路の老朽化の現状はどうなっているの

だろうか。 

→地域毎のデータ、経年的な変化等、様々な観

点から東北の道路施設の老朽化の実態を把握

することができます。 

今後どのように措置していくのか。 

 

→各道路管理者は、自らの管理施設の老朽化の

実態を踏まえ、今後の措置方針を立案してい

くことになります。 
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２. 橋梁・トンネル・道路附属物等の点検結果 
（１） 2 巡目（2019～2020 年度）の点検結果 

１）全道路管理者 

〇 2 巡目（2019～2020 年度）の累積点検実施率は、橋梁 40%、トンネル 35%、道路附属物

等 35%と着実に進捗しています。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 28%、Ⅱ 61%、Ⅲ 12%、Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 1%、Ⅱ 53%

Ⅲ 47%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 25%、Ⅱ 55%、Ⅲ 20%、Ⅳ 0%です。 

 

 

 

〇2 巡目（2019～2020 年度）の点検実施率（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
管理施設数 

うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 73,788 72,969 29,442 40% (31%) 

トンネル 1,151 1,031 365 35% (32%) 

道路附属物等 3,449 3,240 1,149 35% (33%) 

 
 

※判定区分の割合は四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある（次頁以降も同様）。 

※道路附属物等の内訳は巻末資料（1）を参照。 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 

※1：2021 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後 5年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2015 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 

2021.3 末時点 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

18%

19%

17%

22%

17%

18%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

橋梁

トンネル

道路附属物等

2019年度 1巡目点検（実績）2020年度

橋梁

(29,442)

トンネル

(365)

道路

附属物等

(1,149)

2014 2015 2016 2017 2018

2014 2015 2016 2017 2018

2014 2015 2016 2017 2018

(11%) (20%) (29%) (27%) (13%)

(17%) (15%) (22%) (25%) (20%)

(11%) (22%) (27%) (21%) (19%)

40%

35%

35%

- 2-



 
 

28%

1%

25%

61%

53%

55%

12%

47%

20%
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
点検実施数 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 29,442 
8,103 17,895 3,420 24 

28% 61% 12% 0.1% 

トンネル 365 
3 192 170 0 

1% 53% 47% 0% 

道路附属物等 1,149 
284 631 234 0 

25% 55% 20% 0% 

 

 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

2021.3 末時点 
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２）国土交通省 

〇2 巡目（ 2019～2020 年度）の累積点検実施率は、橋梁 41%、トンネル 40%、道路附属物等

29%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 33%、Ⅱ 58%、Ⅲ 9%、Ⅳ 0%、トンネル：Ⅰ 0%、Ⅱ 66%、

Ⅲ 34%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 21%、Ⅱ 60%、Ⅲ 19%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2020 年度）の点検実施率（国土交通省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
管理施設数 

うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 4,380 4,051 1,678 41% (31%) 

トンネル 277 192 77 40% (36%) 

道路附属物等 1,177 1,038 297 29% ( 7%) 

 
 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 

※県別の判定区分の割合は巻末資料（3）を参照。 

2021.3 末時点 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

※1：2021 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後 5年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2015 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 
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〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（国土交通省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
点検実施数 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 1,678 
549 981 148 0 

33% 58% 9% 0% 

トンネル 77 
0 51 26 0 

0% 66% 34% 0% 

道路附属物等 297 
62 179 56 0 

21% 60% 19% 0% 

 

 

 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

2021.3 末時点 
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３）高速道路会社 

〇 2 巡目（2019～2020 年度）の累積点検実施率は、橋梁 40%、トンネル 36%、道路附属物等

44%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 21%、Ⅱ 66%、Ⅲ 13%、Ⅳ 0%、トンネル：Ⅰ 0%、Ⅱ 74%、

Ⅲ 26%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 43%、Ⅱ 54%、Ⅲ 3%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2020 年度）の点検実施率（高速道路会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
管理施設数 

うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 3,016 2,946 1,181 40% (21%) 

トンネル 127 119 43 36% (42%) 

道路附属物等 909 859 380 44% (60%) 

 
 

2021.3 末時点 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 

※県別の判定区分の割合は巻末資料（3）を参照。 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

※1：2021 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後 5年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2015 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（高速道路会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
点検実施数 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 1,181 
246 779 156 0 

21% 66% 13% 0% 

トンネル 43 
0 32 11 0 

0% 74% 26% 0% 

道路附属物等 380 
164 206 10 0 

43% 54% 3% 0% 

 

 

 

2021.3 末時点 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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４）地方公共団体 

〇 2 巡目（2019～2020 年度）の累積点検実施率は、橋梁 40%、トンネル 34%、道路附属物等

35%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 27%、Ⅱ 61%、Ⅲ 12%、Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 1%、Ⅱ 44%、

Ⅲ 54%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 12%、Ⅱ 52%、Ⅲ 36%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2020 年度）の点検実施率（地方公共団体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
管理施設数 

うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 66,392 65,972 26,583 40% (31%) 

トンネル 747 720 245 34% (30%) 

道路附属物等 1,363 1,343 472 35% (36%) 

 
 

2021.3 末時点 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 

※県別の判定区分の割合は巻末資料（3）を参照。 

※1：2021 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後 5年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2015 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（地方公共団体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
点検実施数 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 26,583 
7,308 16,135 3,116 24 

27% 61% 12% 0.1% 

トンネル 245 
3 109 133 0 

1% 44% 54% 0% 

道路附属物等 472 
58 246 168 0 

12% 52% 36% 0% 

 

 

 

2021.3 末時点 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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５）県・政令市等 

〇 2 巡目（2019～2020 年度）の累積点検実施率は、橋梁 39%、トンネル 34%、道路附属物等

32%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 21%、Ⅱ 61%、Ⅲ 18%、Ⅳ 0.05%、トンネル：Ⅰ 2%、Ⅱ 

39%、Ⅲ 60%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 13%、Ⅱ 46%、Ⅲ 41%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2020 年度）の点検実施率（県・政令市等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
管理施設数 

うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 16,959 16,829 6,503 39% (34%) 

トンネル 587 565 192 34% (30%) 

道路附属物等 1,111 1,098 356 32% (35%) 

 
 

2021.3 末時点 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 

※県別の判定区分の割合は巻末資料（3）を参照。 

※1：2021 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後 5年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2015 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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2014 2015 2016 2017 2018

(15%) (19%) (26%) (22%) (18%)

(13%) (17%) (22%) (30%) (19%)

(13%) (22%) (22%) (22%) (19%)

39%

34%

32%
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〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（県・政令市等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
点検実施数 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 6,503 
1,391 3,970 1,139 3 

21% 61% 18% 0.05% 

トンネル 192 
3 74 115 0 

2% 39% 60% 0% 

道路附属物等 356 
45 165 146 0 

13% 46% 41% 0% 

 

 

2021.3 末時点 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

21%

2%

13%

61%

39%

46%

18%

60%

41%

0.05%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(6,503橋)

トンネル

(192箇所)

道路附属物等

(356施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
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６）市町村 

〇 2 巡目（2019～2020 年度）の累積点検実施率は、橋梁 41%、トンネル 34%、道路附属物等

47%です。 

〇 判定区分の割合は、橋梁：Ⅰ 29%、Ⅱ 61%、Ⅲ 10%、Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 0%、Ⅱ 66%、

Ⅲ 34%、Ⅳ 0%、道路附属物等：Ⅰ 11%、Ⅱ 70%、Ⅲ 19%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇2 巡目（2019～2020 年度）の点検実施率（市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
管理施設数 

うち点検対象 

施設数※1 
点検実施数 

点検実施率 

※2 

橋梁 49,433 49,143 20,080 41% (30%) 

トンネル 160 155 53 34% (31%) 

道路附属物等 252 245 116 47% (47%) 

 
 

2021.3 末時点 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 

※県別の判定区分の割合は巻末資料（3）を参照。 

※1：2021 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後 5年以内などを除いた施設数の合計。 

※2：点検対象施設数を分母とした点検実施数の割合。（）内は、1巡目（2014～2015 年度）における点検実施率

であり、四捨五入の関係で上記グラフの年度毎の合計値とは一致しない場合がある。 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

17%

16%

25%

24%

18%

22%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

橋梁

トンネル

道路附属物等

2019年度 1巡目点検（実績）2020年度

橋梁

(20,080)

トンネル

(53)

道路

附属物等

(116)

2014 2015 2016 2017 2018

2014 2015 2016 2017 2018

2014 2015 2016 2017 2018

(9%) (21%) (30%) (29%) (10%)

(21%) (10%) (13%) (23%) (31%)

(24%) (23%) (18%) (13%) (22%)

41%

34%

47%
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29%

11%

61%

66%

70%

10%

34%

19%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(20,080橋)

トンネル

(53箇所)

道路附属物等

(116施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（市町村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
点検実施数 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

橋梁 20,080 
5,917 12,165 1,977 21 

29% 61% 10% 0.1% 

トンネル 53 
0 35 18 0 

0% 66% 34% 0% 

道路附属物等 116 
13 81 22 0 

11% 70% 19% 0% 

 

 

 

2021.3 末時点 

※（）内は、2019～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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28%

33%

29%

22%

30%

66%

61%

68%

67%

65%

6%

6%

3%

11%

5%

0.02%

0.02%

0.02%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全道路管理者

(18,524橋)

国土交通省

(1,006橋)

高速道路会社

(500橋)

県・政令市等

(4,631橋)

市町村

(12,387橋)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

53%

41%

36%

30%

20%

20%

29%

28%

44%

55%

61%

64%

72%

68%

66%

66%

3%

3%

3%

6%

8%

11%

4%

6%

0.1%

0.02%

0.02%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

(240橋)
11年～20年

(1,367橋)
21年～30年

(2,133橋)
31年～40年

(3,004橋)
41年～50年

(3,694橋)
51年～

(3,194橋)
不明

(4,892橋)
合計

(18,524橋)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（２） 2019～2020 年度点検実施施設における判定区分の遷移状況 

１）橋梁 

〇 1巡目の 2014年度及び 2015年度の点検で健全又は予防保全の観点から措置を講ずるこ

とが望ましい状態（判定区分Ⅰ・Ⅱ）に診断された橋梁のうち、修繕等の措置を講じな

いまま、5 年後の 2019 年度及び 2020 年度の点検において、早期又は緊急に措置を講ず

べき状態（判定区分Ⅲ・Ⅳ）へ遷移した橋梁の割合は、全道路管理者合計で 6%です。 

〇 建設年数が 31 年以上となる橋梁では、判定区分Ⅰ・Ⅱから判定区分Ⅲ・Ⅳに遷移した

割合が高くなっています。 

 

〇管理者別の判定区分の遷移状況 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

〇建設年数別の遷移状況（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（）内は、1巡目（2014 年度及び 2015 年度）の結果が判定区分ⅠまたはⅡとなった橋梁数のうち、修繕

等の措置を講じないまま 5年後の 2019 年度及び 2020 年度に点検を実施した橋梁の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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1%

1%

69%

80%

88%

54%

77%

31%

20%

12%

45%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全道路管理者

(188箇所)

国土交通省

(41箇所)

高速道路会社

(34箇所)

県・政令市等

(91箇所)

市町村

(22箇所)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

2%

1%

80%

82%

72%

72%

61%

32%

69%

20%

16%

28%

28%

39%

68%

31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

(5箇所)
11年～20年

(49箇所)
21年～30年

(47箇所)
31年～40年

(32箇所)
41年～50年

(36箇所)
51年～

(19箇所)
不明

(0箇所)
合計

(188箇所)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

２）トンネル 

〇 1巡目の 2014年度及び 2015年度の点検で健全又は予防保全の観点から措置を講ずるこ

とが望ましい状態（判定区分Ⅰ・Ⅱ）に診断されたトンネルのうち、修繕等の措置を講

じないまま、5 年後の 2019 年度及び 2020 年度の点検において、早期又は緊急に措置を

講ずべき状態（判定区分Ⅲ・Ⅳ）へ遷移したトンネルの割合は、全道路管理者合計で

31%です。 

〇 建設年数が 21 年以上となるトンネルでは、判定区分Ⅰ・Ⅱから判定区分Ⅲ・Ⅳに遷移

した割合が高くなっています。 

 

〇管理者別の判定区分の遷移状況 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇建設年数別の遷移状況（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（）内は、1巡目（2014 年度及び 2015 年度）の結果が判定区分ⅠまたはⅡとなったトンネル数のうち、

修繕等の措置を講じないまま 2019 年度及び 2020 年度に点検を実施したトンネルの合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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48%

44%

29%

17%

16%

30%

12%

32%

48%

53%

63%

77%

70%

70%

73%

62%

3%

3%

8%

6%

14%

16%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

(33施設)
11年～20年

(228施設)
21年～30年

(124施設)
31年～40年

(70施設)
41年～50年

(56施設)
51年～

(10施設)
不明

(51施設)
合計

(572施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

32%

6%

45%

17%

13%

62%

92%

54%

63%

77%

7%

2%

2%

20%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全道路管理者

(572施設)

国土交通省

(51施設)

高速道路会社

(336施設)

県・政令市等

(123施設)

市町村

(62施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

３）道路附属物等 

〇 1巡目の 2014年度及び 2015年度の点検で健全又は予防保全の観点から措置を講ずるこ

とが望ましい状態（判定区分Ⅰ・Ⅱ）に診断された道路附属物等のうち、修繕等の措置

を講じないまま、5 年後の 2019 年度及び 2020 年度の点検において、早期又は緊急に措

置を講ずべき状態（判定区分Ⅲ・Ⅳ）へ遷移した道路附属物等の割合は、全道路管理者

合計で 7%です。 

〇 道路附属物等では、判定区分Ⅰ・Ⅱから判定区分Ⅲ・Ⅳに遷移した割合と建設年数の間

に関係性は見られません。 

 

〇管理者別の判定区分の遷移状況 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇建設年数別の遷移状況（全道路管理者合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※（）内は、1巡目（2014 年度及び 2015 年度）の結果が判定区分ⅠまたはⅡとなった道路附属物等数のうち、

修繕等の措置を講じないまま 5年後の 2019 年度及び 2020 年度に点検を実施した道路附属物等の合計。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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31%

2%

22%

58%

56%

59%

11%

42%

19%

0.1%

0.1%

0.03%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(71,921)

トンネル

(1,003)

道路附属物等
(2,955)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（３） 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検結果 

１）全道路管理者 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検における 2020 年度末時点での判定区分の割合は、

橋梁：Ⅰ 31%、Ⅱ 58%、Ⅲ 11%、Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 2%、Ⅱ 56%、Ⅲ 42%、Ⅳ 0.1%、

道路附属物等：Ⅰ 22%、Ⅱ 59%、Ⅲ 19%、Ⅳ 0.03%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（全道路管理者合計） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※（）内は、2021 年 3 月末時点の施設数のうち、2016～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※点検を実施した施設のうち、2021 年 3 月末時点で診断中の施設を除く。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

2021.3 末時点 

※道路附属物等の内訳は巻末資料（1）を参照。 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 
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〇判定区分（橋梁） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

31%
(22,489)

58%
(41,761)

11%
(7,631)

0.1%
(40)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2016年度

～2020年度

橋梁

71,921橋

62%

(701)

45%

(2,107)

38%

(3,126)

33%

(3,762)

23%

(3,579)

23%

(2,765)

34%

(6,449)

31%

(22,489)

37%

(419)

52%

(2,482)

58%

(4,855)

58%

(6,539)

62%

(9,470)

56%

(6,800)

59%

(11,196)

58%

(41,761)

2%

(18)

3%

(143)

4%

(338)

9%

(1,000)

15%

(2,227)

21%

(2,536)

7%

(1,369)

11%

(7,631)

0.02%

(2)

0.04%

(4)

0.03%

(4)

0.2%

(22)

0.04%

(8)

0.1%

(40)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

1,138 (2%)

4,732 (7%)

8,321(12%)

11,305(16%)

15,280(21%)

12,123(17%)

19,022(26%)

71,921(100%)
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7%

(4)

4%

(8)

1%

(3)

0.5%

(1)

1%

(1)

2%

(17)

71%

(40)

75%

(144)

57%

(139)

55%

(119)

41%

(68)

37%

(42)

56%

(10)

56%

(562)

21%

(12)

21%

(41)

41%

(100)

44%

(96)

59%

(96)

61%

(70)

44%

(8)

42%

(423)

1%

(1)

0.1%

(1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

56 (6%)

193(19%)

242(24%)

216(22%)

164(16%)

114(11%)

18 (2%)

1,003(100%)

 
 
〇判定区分（トンネル） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2%
(17)

56%
(562)

42%
(423)

0.1%
(1)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2016年度

～2020年度

トンネル

1,003箇所
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46%

(98)

38%

(295)

21%

(142)

9%

(37)

7%

(35)

9%

(13)

17%

(44)

22%

(664)

51%

(108)

56%

(435)

63%

(421)

61%

(244)

57%

(275)

58%

(86)

66%

(173)

59%

(1,742)

3%

(7)

7%

(51)

16%

(109)

30%

(120)

35%

(169)

33%

(49)

16%

(43)

19%

(548)

0.4%

(1)

0.03%

(1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

213 (7%)

781(26%)

672(23%)

401(14%)

479(16%)

148 (5%)

261 (9%)

2,955(100%)

 
 
〇判定区分（道路附属物等） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

22%
(664)

59%
(1,742)

19%
(548)

0.03%
(1)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2016年度

～2020年度

道路附属物等

2,955施設
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38%

1%

29%

52%

61%

57%

10%

38%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(4,037橋)

トンネル

(190箇所)

道路附属物等

(1,023施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

２）国土交通省 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検における 2020 年度末時点での判定区分の割合は、

橋梁：Ⅰ 38%、Ⅱ 52%、Ⅲ 10%、Ⅳ 0%、トンネル：Ⅰ 1%、Ⅱ 61%、Ⅲ 38%、Ⅳ 0%、

道路附属物等：Ⅰ 29%、Ⅱ 57%、Ⅲ 14%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（国土交通省） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

2021.3 末時点 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 

※（）内は、2021 年 3 月末時点の施設数のうち、2016～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※点検を実施した施設のうち、2021 年 3 月末時点で診断中の施設を除く。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 
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64%

(144)

49%

(350)

42%

(184)

36%

(253)

23%

(215)

37%

(361)

23%

(8)

38%

(1,515)

36%

(82)

49%

(348)

54%

(238)

54%

(377)

60%

(562)

48%

(475)

60%

(21)

52%

(2,103)

2%

(16)

4%

(19)

9%

(66)

17%

(164)

15%

(148)

17%

(6)

10%

(419)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

226 (6%)

714(18%)

441(11%)

696(17%)

941(23%)

984(24%)

35 (1%)

4,037(100%)

 

 

〇判定区分（橋梁） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

38%
(1,515)

52%
(2,103)

10%
(419)

0%
(0)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2016年度

～2020年度

橋梁

4,037橋
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4%

(1)

1%

(1)

80%

(12)

90%

(37)

84%

(21)

71%

(20)

35%

(17)

27%

(9)

61%

(116)

20%

(3)

10%

(4)

16%

(4)

25%

(7)

65%

(31)

73%

(24)

38%

(73)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

15 (8%)

41(22%)

25(13%)

28(15%)

48(25%)

33(17%)

－(－)

190(100%)

 
 
〇判定区分（トンネル） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1%
(1)

61%
(116)

38%
(73)

0%
(0)

Ⅰ

Ⅱ
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Ⅳ

2016年度
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トンネル

190箇所
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〇判定区分（道路附属物等） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

29%
(294)

57%
(581)

14%
(148)

0%
(0)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2016年度

～2020年度

道路附属物等

1,023施設

42%

(45)

41%

(159)

34%

(53)

11%

(9)

8%

(14)

3%

(2)

27%

(12)

29%

(294)

54%

(58)

54%

(208)

62%

(97)

67%

(57)

54%

(92)

59%

(42)

60%

(27)

57%

(581)

4%

(4)

5%

(20)

4%

(7)

22%

(19)

38%

(65)

38%

(27)

13%

(6)

14%

(148)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

107(10%)

387(38%)

157(15%)

85 (8%)

171(17%)

71 (7%)

45 (4%)

1,023(100%)
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11%

28%

76%

68%

66%

13%

32%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(2,914橋)

トンネル

(111箇所)

道路附属物等

(709施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

３）高速道路会社 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検における 2020 年度末時点での判定区分の割合は、

橋梁：Ⅰ 11%、Ⅱ 76%、Ⅲ 13%、Ⅳ 0%、トンネル：Ⅰ 0%、Ⅱ 68%、Ⅲ 32%、Ⅳ 0%、

道路附属物等：Ⅰ 28%、Ⅱ 66%、Ⅲ 7%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（高速道路会社） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

2021.3 末時点 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 

※（）内は、2021 年 3 月末時点の施設数のうち、2016～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※点検を実施した施設のうち、2021 年 3 月末時点で診断中の施設を除く。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

- 25-



 

68%

(55)

34%

(137)

11%

(82)

3%

(14)

3%

(32)

11%

(320)

32%

(26)

64%

(259)

84%

(602)

80%

(408)

75%

(911)

76%

(2,206)

1%

(6)

5%

(33)

17%

(85)

22%

(264)

13%

(388)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

81 (3%)

402(14%)

717(25%)

507(17%)

1,207(41%)

－ (－)

－ (－)

2,914(100%)

 

 

〇判定区分（橋梁） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 
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(320)

76%
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13%
(388)

0%
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Ⅰ
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Ⅳ

2016年度

～2020年度
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2,914橋
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100%

(1)

100%

(17)

70%

(40)

52%

(16)

40%

(2)

68%

(76)

30%

(17)

48%

(15)

60%

(3)

32%

(35)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

1 (1%)

17(15%)

57(51%)

31(28%)

5 (5%)

－ (－)

－ (－)

111(100%)

 
 
〇判定区分（トンネル） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0%
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32%
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0%
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111箇所
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52%

(34)

52%

(97)

22%

(49)

9%

(8)

5%

(8)

28%

(196)

48%

(31)

47%

(88)

71%

(156)

85%

(74)

77%

(117)

66%

(466)

1%

(2)

6%

(14)

6%

(5)

17%

(26)

7%

(47)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

65 (9%)

187(26%)

219(31%)

87(12%)

151(21%)

－ (－)

－ (－)

709(100%)

 
 
〇判定区分（道路附属物等） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
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7%
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709施設
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32%

2%

14%

58%

53%

57%

11%

45%

29%

0.1%

0.1%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(64,970橋)

トンネル

(702箇所)

道路附属物等

(1,223施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

４）地方公共団体 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検における 2020 年度末時点での判定区分の割合は、

橋梁：Ⅰ 32%、Ⅱ 58%、Ⅲ 11%、Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 2%、Ⅱ 53%、Ⅲ 45%、Ⅳ 0.1%、

道路附属物等：Ⅰ 14%、Ⅱ 57%、Ⅲ 29%、Ⅳ 0.1%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（地方公共団体） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

※（）内は、2021 年 3 月末時点の施設数のうち、2016～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※点検を実施した施設のうち、2021 年 3 月末時点で診断中の施設を除く。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

2021.3 末時点 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 
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32%
(20,654)

58%
(37,452)

11%
(6,824)

0.1%
(40)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2016年度

～2020年度

橋梁

64,970橋

60%

(502)

45%

(1,620)

40%

(2,860)

35%

(3,495)

25%

(3,332)

22%

(2,404)

34%

(6,441)

32%

(20,654)

37%

(311)

52%

(1,875)

56%

(4,015)

57%

(5,754)

61%

(7,997)

57%

(6,325)

59%

(11,175)

58%

(37,452)

2%

(18)

3%

(121)

4%

(286)

8%

(849)

14%

(1,799)

21%

(2,388)

7%

(1,363)

11%

(6,824)

0.03%

(2)

0.04%

(4)

0.03%

(4)

0.2%

(22)

0.04%

(8)

0.1%

(40)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

831 (1%)

3,616 (6%)

7,163(11%)

10,102(16%)

13,132(20%)

11,139(17%)

18,987(29%)

64,970(100%)

 

 

〇判定区分（橋梁） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 
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2%
(16)

53%
(370)

45%
(315)

0.1%
(1)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2016年度

～2020年度

トンネル

702箇所

10%

(4)

6%

(8)

2%

(3)

1%

(1)

2%

(16)

68%

(27)

67%

(90)

49%

(78)

53%

(83)

44%

(49)

41%

(33)

56%

(10)

53%

(370)

23%

(9)

27%

(37)

49%

(79)

47%

(74)

56%

(62)

57%

(46)

44%

(8)

45%

(315)

1%

(1)

0.1%

(1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

40(6%)

135(19%)

160(23%)

157(22%)

111(16%)

81(12%)

18 (3%)

702(100%)

 
 
〇判定区分（トンネル） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 
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14%
(174)

57%
(695)

29%
(353)

0.1%
(1)

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

2016年度

～2020年度

道路附属物等

1,223施設

46%

(19)

19%

(39)

14%

(40)

9%

(20)

8%

(13)

14%

(11)

15%

(32)

14%

(174)

46%

(19)

67%

(139)

57%

(168)

49%

(113)

42%

(66)

57%

(44)

68%

(146)

57%

(695)

7%

(3)

14%

(29)

30%

(88)

42%

(96)

50%

(78)

29%

(22)

17%

(37)

29%

(353)

0.5%

(1)

0.1%

(1)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

41 (3%)

207(17%)

296(24%)

229(19%)

157(13%)

77 (6%)

216 (18%)

1,223(100%)

 
 
〇判定区分（道路附属物等） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
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26%

3%

15%

59%

50%

54%

14%

47%

31%

0.03%

0.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(16,540橋)

トンネル

(560箇所)

道路附属物等

(999施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

５）県・政令市等 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検における 2020 年度末時点での判定区分の割合は、

橋梁：Ⅰ 26%、Ⅱ 59%、Ⅲ 14%、Ⅳ 0.03%、トンネル：Ⅰ 3%、Ⅱ 50%、Ⅲ 47%、Ⅳ 0%、

道路附属物等：Ⅰ 15%、Ⅱ 54%、Ⅲ 31%、Ⅳ 0.1%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（県・政令市等） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

2021.3 末時点 

※（）内は、2021 年 3 月末時点の施設数のうち、2016～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※点検を実施した施設のうち、2021 年 3 月末時点で診断中の施設を除く。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 
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57%

(199)

36%

(468)

35%

(756)

30%

(834)

23%

(786)

20%

(917)

22%

(412)

26%

(4,372)

39%

(136)

58%

(763)

59%

(1,280)

58%

(1,632)

60%

(2,076)

57%

(2,557)

71%

(1,346)

59%

(9,790)

4%

(13)

6%

(75)

7%

(147)

12%

(350)

18%

(619)

23%

(1,023)

8%

(146)

14%

(2,373)

0.05%

(1)

0.07%

(2)

0.04%

(2)

0.03%

(5)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

348 (2%)

1,306 (8%)

2,184(13%)

2,818(17%)

3,481(21%)

4,499(27%)

1,904(12%)

16,540(100%)

 

 

〇判定区分（橋梁） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 
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59%
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0.03%
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11%

(4)

7%

(8)

2%

(3)

2%

(1)

3%

(16)

64%

(23)

64%

(73)

44%

(57)

51%

(70)

43%

(41)

33%

(16)

50%

(280)

25%

(9)

29%

(33)

53%

(69)

49%

(66)

57%

(55)

65%

(32)

47%

(264)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10年

11年～20年

21年～30年

31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

36 (6%)

114(20%)

129(23%)

136(24%)

96(17%)

49(17%)

－ (－)

560(100%)

 
 
〇判定区分（トンネル） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（トンネル） 
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44%

(16)

18%

(32)

14%

(34)

10%

(20)

9%

(13)

17%

(11)

19%

(27)

15%
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47%

(17)

66%

(118)

51%

(120)

47%

(93)

42%

(59)

53%

(35)

66%

(94)

54%
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8%

(3)

16%

(28)

35%

(83)

43%

(85)

49%

(69)

30%

(20)

15%

(21)

31%

(309)

1%

(1)

0.1%

(1)
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31年～40年

41年～50年

51年～

不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

36 (4%)

178(18%)

237(24%)

198(20%)

141(14%)

66 (7%)

143(14%)

999(100%)

 
 
〇判定区分（道路附属物等） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（道路附属物等） 
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34%

9%

57%

63%

71%

9%

36%

20%

0.1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

橋梁

(48,430橋)

トンネル

(142箇所)

道路附属物等

(224施設)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

６）市町村 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検における 2020 年度末時点での判定区分の割合は、

橋梁：Ⅰ 34%、Ⅱ 57%、Ⅲ 9%、Ⅳ 0.1%、トンネル：Ⅰ 0%、Ⅱ 63%、Ⅲ 36%、Ⅳ 1%、

道路附属物等：Ⅰ 9%、Ⅱ 71%、Ⅲ 20%、Ⅳ 0%です。 

 

 

〇橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分の割合（市町村） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

2021.3 末時点 

※（）内は、2021 年 3 月末時点の施設数のうち、2016～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

※点検を実施した施設のうち、2021 年 3 月末時点で診断中の施設を除く。 

※四捨五入の関係で合計値が 100%にならない場合がある。 

※緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果は巻末資料（2）を参照。 
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63%
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50%

(1,152)
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(2,104)
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0.02%

(1)
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不明

合計

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
合計

483 (1%)

2,310 (5%)

4,979(10%)

7,284(15%)

9,651(20%)

6,640(14%)

17,083(35%)

48,430(100%)

 

 

〇判定区分（橋梁） 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇判定区分と建設経過年数（橋梁） 
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３. 判定区分Ⅲ、Ⅳの施設の修繕等措置の実施状況 
（１） 1 巡目点検施設における修繕等措置の実施状況 

①橋梁 

〇 1 巡目（2014～2018 年度）の点検で判定区分Ⅲ又はⅣと診断された橋梁の修繕等の措置

に着手した割合は、2020 年度末時点で、国土交通省 90%、高速道路会社 69%、地方公共

団体 54%です。 

○ 措置の完了率は、国土交通省 58%、高速道路会社 27%、地方公共団体 31%です。 

〇 判定区分Ⅲ・Ⅳである橋梁は次回点検まで（5 年以内）に措置を講ずるべきとしていま

すが、地方公共団体において 5 年以上前に判定区分Ⅲ・Ⅳと診断された橋梁の措置の着

手率は 5～6 割程度と遅れています。 

 

 

 

 

措置が 

必要な 

施設数 

A※1 

措置に 

着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に 

着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置 

完了済の 

施設数 

D※2 

（D/A） 

点検実施 

年度 

：措置着手率（B/A）   

：措置完了率（D/A）   

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

 

国土 

交通省 
493 

443 

（90%） 

322 

(65%) 

287 

(58%) 

2014  

2015 

2016 

2017 

2018 

高速道路 

会社 
378 

260 

(69%) 

117 

(31%) 

101 
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地方公共 

団体計 
6,924 

3,708 

(54%) 
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2,171 
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2017 

2018 

 

県・政令市等 2,158 
1,348 

(62%) 

838 
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(31%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

市町村 4,766 
2,360 

(50%) 

1,661 

(35%) 

1,508 

(32%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

合計 7,795 
4,411 

(57%) 

2,938 

(38%) 

2,559 

(33%) 
 

 

2021.3 末時点 ※1：1巡目点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。 

※2：2巡目点検で再度Ⅲ、Ⅳと診断された施設でも、1巡目点検に対する措置が完了した施設は含む。 

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」は除く。 

※点検実施年度別の修繕等措置の実施状況は巻末資料（5）を参照。 
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②トンネル 

〇 1 巡目（2014～2018 年度）の点検で判定区分Ⅲ又はⅣと診断されたトンネルの修繕等の

措置に着手した割合は、2020 年度末時点で、国土交通省 83%、高速道路会社 70%、地方

公共団体 78%です。 

○ 措置の完了率は、国土交通省 64%、高速道路会社 30%、地方公共団体 39%です。 

〇 判定区分Ⅲ・Ⅳであるトンネルは次回点検まで（5 年以内）に措置を講ずるべきとして

いますが、地方公共団体において 5 年以上前に判定区分Ⅲ・Ⅳと診断されたトンネルの

措置の着手率は 6～8 割程度と遅れています。 
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交通省 
80 

66 

（83%） 

56 
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51 

(64%) 
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高速道路 

会社 
33 

23 

(70%) 

14 

(42%) 

10 

(30%) 
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2016 

2017 

2018 

地方公共 

団体計 
301 

236 

(78%) 

140 

(47%) 

116 

(39%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

 

県・政令市等 235 
198 

(84%) 

108 

(46%) 

89 

(38%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

市町村 66 
38 

(58%) 

32 

(48%) 

27 

(41%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

合計 414 
325 

(79%) 

210 

(51%) 

177 

(43%) 
  

 

 
2021.3 末時点 

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」は除く。 

※点検実施年度別の修繕等措置の実施状況は巻末資料（5）を参照。 

※1：1巡目点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。 

※2：2巡目点検で再度Ⅲ、Ⅳと診断された施設でも、1巡目点検に対する措置が完了した施設は含む。 
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③道路附属物等 

〇 1 巡目（2014～2018 年度）の点検で判定区分Ⅲ又はⅣと診断された道路附属物等の修繕

等の措置に着手した割合は、2020 年度末時点で、国土交通省 66%、高速道路会社 75%、

地方公共団体 58%です。 

○ 措置の完了率は、国土交通省 25%、高速道路会社 70%、地方公共団体 29%です。 

〇 判定区分Ⅲ・Ⅳである道路附属物等は次回点検まで（5 年以内）に措置を講ずるべきと

していますが、地方公共団体において 5 年以上前に判定区分Ⅲ・Ⅳと診断された道路附

属物等の措置の着手率は 5～6 割程度と遅れています。 
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32 
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会社 
56 

42 

(75%) 

39 
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(70%) 
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2016 

2017 

2018 

地方公共 

団体計 
431 

251 

(58%) 

159 

(37%) 

126 

(29%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

 

県・政令市等 376 
225 

(60%) 

141 

(38%) 

109 

(29%) 

2014 
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2016 

2017 

2018 

市町村 55 
26 

(47%) 

18 

(33%) 

17 

(31%) 

2014 

 

2015 

2016 

2017 

2018 

合計 615 
377 

(61%) 

235 

(38%) 

197 

(32%) 
  

 

 
2021.3 末時点 

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」は除く。 

※点検実施年度別の修繕等措置の実施状況は巻末資料（5）を参照。 

※1：1巡目点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。 

※2：2巡目点検で再度Ⅲ、Ⅳと診断された施設でも、1巡目点検に対する措置が完了した施設は含む。 
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（２） 直近 5 年間の点検施設における修繕等措置の実施状況 

①橋梁 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検で早期に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅲ）又

は緊急に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅳ）と診断された橋梁の修繕等の措置に着手

した割合は、2020 年度末時点で、国土交通省 67%、高速道路会社 59%、地方公共団体 36%

です。 

〇 措置の完了率は、国土交通省 21%、高速道路会社 16%、地方公共団体 12%です。 
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地方公共 

団体計 
6,864 

2,457 

(36%) 

1,115 

(16%) 
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(12%) 

2016 

 

2017 

2018 

2019 

2020 

 

県・政令市等 2,378 
975 

(41%) 

432 
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276 

(12%) 
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市町村 4,486 
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(33%) 
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2020 

合計 7,671 
2,966 

(39%) 

1,316 

(17%) 

977 

(13%) 
  

 

 2021.3 末時点 

※直近 5年間（2016～2020 年度）の点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設数のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。 

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」は除く。 

※点検実施年度別の修繕等措置の実施状況は巻末資料（5）を参照。 
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②トンネル 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検で早期に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅲ）又

は緊急に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅳ）と診断されたトンネルの修繕等の措置に

着手した割合は、2020 年度末時点で、国土交通省 52%、高速道路会社 54%、地方公共団

体 65%です。 

〇 措置の完了率は、国土交通省 32%、高速道路会社 17%、地方公共団体 22%です。 
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※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」は除く。 

※点検実施年度別の修繕等措置の実施状況は巻末資料（5）を参照。 

2021.3 末時点 

※直近 5年間（2016～2020 年度）の点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設数のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。 

100%

46%

56%

8%

31%

78%

31%

31%

0%

0%

100%
56%

33%
43%

50%

50%
11%
22%
0%

0%

83%
75%

64%
51%
53%

59%
27%

21%
16%
0%

85%
78%

86%
55%
55%

58%
24%
29%

18%
0%

67%
56%

25%
17%

42%

67%
44%

8%
0%
0%

62%24%

- 45-



 

③道路附属物等 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検で早期に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅲ）又

は緊急に措置を講ずるべき状態（判定区分Ⅳ）と診断された道路附属物等の修繕等の措

置に着手した割合は、2020 年度末時点で、国土交通省 44%、高速道路会社 55%、地方公

共団体 46%です。 

〇 措置の完了率は、国土交通省 11%、高速道路会社 49%、地方公共団体 8%です。 
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23 

(49%) 

2016 

 

2017 

2018 

2019 

2020 

地方公共 

団体計 
354 

164 

(46%) 

58 

(16%) 

29 

(8%) 

2016 

 

2017 

2018 

2019 

2020 

 

県・政令市等 310 
148 

(48%) 

53 

(17%) 

25 

(8%) 

2016 

 

2017 

2018 

2019 

2020 

市町村 44 
16 

(36%) 

5 

(11%) 

4 

(9%) 

2016 

 

2017 

2018 

2019 

2020 

合計 549 
255 

(46%) 

103 

(19%) 

69 

(13%) 
  

 

 

※修繕等措置には、補修や補強などの施設の機能や耐久性等を維持又は回復するための「対策」のほか、「撤去」、定期的あるい

は常時の「監視」、緊急に措置を講じることができない場合などの対応としての「通行規制・通行止」があるが、実施状況の

集計からは「監視」は除く。 

※点検実施年度別の修繕等措置の実施状況は巻末資料（5）を参照。 

2021.3 末時点 

※直近 5年間（2016～2020 年度）の点検における判定区分Ⅲ、Ⅳの施設数のうち、点検対象外等となった施設を除く施設数。 

79%

42%

50%

33%

22%

21%

19%

15%

0%

0%

100%

33%

33%

0%

43%

100%

33%

20%

0%

29%

48%

57%

18%

62%

42%

13%

15%

11%

5%

0%

49%

61%

19%

58%

48%

12%

13%

11%

6%

0%

33%

38%

13%

83%

17%

25%

13%

0%

0%

46%13%
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（３） 判定区分Ⅳの施設の措置状況 

〇 2020 年度末時点で判定区分Ⅳと診断された施設の措置状況のうち、撤去・廃止の割合は、

2020 年度末時点で、橋梁：28%、トンネル：25%、道路附属物等：0%です。 

 

 

 

〇判定区分Ⅳの橋梁の措置状況（予定含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分Ⅳのトンネルの措置状況（予定含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇判定区分Ⅳの道路附属物等の措置状況（予定含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

58%

(43)

1%

(1)

12%

(9)

16%

(12)

12%

(9)

2020年度

判定区分Ⅳの

橋梁

74橋

修繕・架替 機能転換 対応未定 撤去･廃止中（予定含む） 撤去･廃止済等

75%

(3)

25%

(1)

2019年度

判定区分Ⅳの

トンネル

4箇所

100%

(1)

2019年度

判定区分Ⅳの

道路附属物等

1施設

※Ⅳ判定の施設リストは巻末資料（６）を参照。 

58%

(36)

2%

(1)

11%

(7)

16%

(10)

13%

(8)

2019年度

判定区分Ⅳの

橋梁

62橋

修繕 対応未定 撤去･廃止中（予定含む） 撤去･廃止済等

修繕 対応未定 撤去･廃止中（予定含む） 撤去･廃止済等

100%

(1)

2020年度

判定区分Ⅳの

道路附属物等

1施設

75%

(3)

25%

(1)

2020年度

判定区分Ⅳの

トンネル

4箇所

29% 28% 

25% 25% 
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11団体
(5%)

8団体
(3%)

1団体
(0.4%)

6団体
(3%)

21団体
(9%)

36団体
(15%)

78団体
(33%)

72団体
(31%)

橋梁

233団体

38団体
(51%)

5団体
(7%)

1団体

(1%)
2団体

(3%)

2団体
(3%)

1団体

(1%)

4団体
(5%)

21団体
(28%)

トンネル

74団体 45団体
(60%)

3団体

(4%)1団体

(1%)

1団体

(1%)

3団体
(4%)

22団体
(29%)

道路附属物等

75団体

４. 予防保全への移行状況 
〇 橋梁の修繕等の措置が予防保全段階に移行可能と考えられる地方公共団体（判定区分

Ⅲ・Ⅳの施設が存在しない、または修繕等の措置が完了している団体）は、2020 年度末

時点で 8%に留まっており、措置完了率が 20%未満の団体が半数以上を占めています。 

 
○地方公共団体の予防保全への移行状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※団体数は、2020 年度末時点の点検対象施設（管理施設のうち、供用後 5 年以内などを除いた施設）を管理する県、政令市、

市町村の合計。 

※措置完了率は、2020 年度末時点で判定区分Ⅲ又はⅣと診断された施設の修繕等の措置が完了した割合。 

： Ⅲ・Ⅳの施設が存在しない
： Ⅲ・Ⅳ施設の措置完了率100%
： 措置完了率80%-100%未満
： 措置完了率60%-80%未満
： 措置完了率40%-60%未満
： 措置完了率20%-40%未満
： 措置完了率0%-20%未満
： 措置完了率0%

予防保全段階に移行可能 
8% 

予防保全段階に移行可能 
58% 

予防保全段階に移行可能 
64% 
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５. 舗装・小規模附属物・土工構造物の点検結果及び修繕等措置の実施

状況 
（１） 舗装 

１）概要 

舗装については、各道路管理者により、道路の役割や性格、修繕実施の効率性、スト

ック量、管理体制の視点から管内の道路を分類し、その分類に基づき点検などを行って

います。 

国土交通省の管理する道路の舗装は、2017 年度より舗装点検要領（2017 年 3 月 国

土交通省 道路局 国道・防災課）に基づき、5 年に 1 回の頻度で目視を基本とする点

検を実施しています。 

  

舗装の健全性は、以下の通り区分します。 

＜アスファルト舗装＞ 

区分 状態 

Ⅰ 健全 損傷レベル小：管理基準に照らし、劣化の程度が小さく、舗

装表面が健全な状態 

Ⅱ 表層機能保持段階 損傷レベル中：管理基準に照らし、劣化の程度が中程度 

Ⅲ 修繕段階 損傷レベル大：管理基準に照らし、それを超過している又は

早期の超過が予見される状態 

  
Ⅲ-1 表層等修繕 表層の供用年数が使用目標年数を超える場合（路盤以下の層

が健全であると想定される場合） 

  
Ⅲ-2 路盤打換等 表層の供用年数が使用目標年数未満である場合（路盤以下の

層が損傷していると想定される場合） 

 

＜コンクリート舗装＞ 

区分 状態 

Ⅰ 健全 損傷レベル小：目地部に目地材が充填されている状態を保持し、路

盤以下への雨水の浸入や目地溝に土砂や異物が詰まることができ

ないと想定される状態であり、ひび割れも認められない状態 

Ⅱ 補修段階 損傷レベル中：目地部の目地材が飛散等しており、路盤以下への雨

水の浸入や目地溝に土砂や異物が詰まる恐れがあると想定される

状態、目地部で角欠けが生じている状態 

Ⅲ 修繕段階 損傷レベル大：コンクリート版において、版央付近又はその前後に

横断ひび割れが全幅員にわたっていて、一枚の版として輪荷重を支

える機能が失われている可能性が高いと考えられる状態、または、

目地部に段差が生じたりコンクリート版の隅角部に角欠けへの進

展が想定されるひび割れが生じているなど、コンクリート版と路盤

の間に隙間が存在する可能性が高いと考えられる状態 

 国土交通省以外の道路管理者は、舗装点検要領（2016 年 10 月 国土交通省 道路局） 

（技術的助言）等を参考に、適切に管理を行っています。 
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53%

(298)
40%

(226)

7%

(40)

2017年度

～2020年度

舗装（Co）

564km

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

44%

(2,327)

40%

(2,104)

11%

(616)

5%

(255)

2017年度

～2020年度

舗装（As）

5,302km

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ-1

Ⅲ-2

13% 17% 21% 21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国土交通省

（約8,000km）

2017 2018 2018 2020実績

72%

(約5,900km)

２）点検結果（舗装） 

〇 国土交通省が管理する道路では、2017 年度より舗装点検を行っており、2020 年度末時

点の点検実施率は約 72%と着実に進捗しています。 

〇 判定区分Ⅲ（修繕段階）の割合（延べ車線延長※1ベース）は、アスファルト舗装は 16%、

コンクリート舗装では 7%となっています。 

 

〇国土交通省の点検実施率（延べ車線延長ベース） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇国土交通省の判定区分の割合（アスファルト舗装・コンクリート舗装） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※（）内は、2017～2020 年度に点検を実施した車線延長の合計。 

アスファルト舗装の健全性判定区分 

（延べ車線延長ベース） 

コンクリート舗装の健全性判定区分 

（延べ車線延長ベース） 

2021.3 末時点 

※四捨五入の関係で判定区分毎の延べ車線延長と合計値が一致しない場合がある。 

2021.3 末時点 
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３）修繕の実施状況（国土交通省） 

〇 国土交通省が管理する道路で、判定区分Ⅲ（修繕段階）となった区間のうち、修繕等を

実施した区間の割合は、アスファルト舗装で 15%、コンクリート舗装で 0%であり、道路

利用者の安全安心の確保やライフサイクルコスト低減のため、効率的な修繕を実施する

必要があります。 

 
判定区分Ⅲ－1、Ⅲ－2 の修繕の実施状況（アスファルト舗装・国土交通省） 

As 舗装 

修繕が 

必要な 

延長(km) 

（A） 

修繕に 

着手済の 

延長(km) 

（B） 

（B/A） 

工事に 

着手済の 

延長（km) 

（C） 

（C/A） 

修繕 

完了の 

延長（km） 

（D） 

（D/A） 

点検 

実施 

年度 

 

：着手率（B/A）   

：完了率（D/A）   

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

Ⅲ-1 616 
94 

(15%) 

91 

(15%) 

89 

(14%) 

2017  

2018  

2019  

2020  

Ⅲ-2 255 
38 

(15%) 

38 

(15%) 

36 

(14%) 

2017  

2018  

2019  

2020  

合計 871 
132 

(15%) 

129 

(15%) 

125 

(14%) 

2017  

2018  

2019  

2020  

 
 
判定区分Ⅱ、Ⅲの修繕の実施状況（コンクリート舗装・国土交通省） 

Co 舗装 

修繕が 

必要な 

延長(km) 

（A） 

修繕に 

着手済の 

延長(km) 

（B） 

（B/A） 

工事に 

着手済の 

延長（km) 

（C） 

（C/A） 

修繕 

完了の 

延長（km） 

（D） 

（D/A） 

点検 

実施 

年度 

 

：着手率（B/A）   

：完了率（D/A）   

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

Ⅲ 40 
0 

(0%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

2017  

2018  

2019  

2020  

 
 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 

※四捨五入の関係で判定区分毎の延長の和と合計値が一致しない場合がある。 

21%

21%

12%

7%

27%

7%

2%

12%

23%

16%

9%

8%

21%

21%

11%

5%

26%

5%

2%

12%

23%

16%

9%

6%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%
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51%

(3,217)
35%

(2,255)

14%

(877)

2017年度～

2020年度

舗装（As）

6,348km

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

４）地方公共団体の点検・修繕の実施状況 

〇 国土交通省では、地方公共団体に対する技術的助言として 2016 年度に舗装点検要領を

示しています。 

○ この点検要領に準じて、2017～2020 年度に地方公共団体が点検を実施した延長は、ア

スファルト舗装：約 6,348km、コンクリート舗装：約 16km となっています。 

○ 判定区分Ⅲ（修繕段階）の舗装延長は、アスファルト舗装：約 3,132km、コンクリート

舗装：約 2km です。 

○ このうち、修繕等措置に着手した区間の割合は、アスファルト舗装で 5%、コンクリー

ト舗装で 0%であり、道路利用者の安全安心の確保やライフサイクルコスト低減のため、

効率的な修繕を実施する必要があります。 

 

○地方公共団体の健全性判定区分（アスファルト舗装・コンクリート舗装） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地方公共団体管理道路の舗装における修繕等措置の実施状況 

舗装種別 判定区分 

修繕が 

必要な延長 

（A） 

修繕に着手済 

の延長 

（B） 

（B/A） 

工事に着手済 

の延長 

（C） 

（C/A） 

修繕完了の 

延長 

（D） 

（D/A） 

アスファルト Ⅲ 3,132km 
159km 

(5%) 

111km 

(4%) 

93km 

(3%) 

コンクリート Ⅲ 2km 
0km 

(0%) 

0km 

(0%) 

0km 

(0%) 

合計 － 3,134km 
159km 

(5%) 

111km 

(4%) 

93km 

(3%) 

 

 

 

 

 

88%

(13)

5%

(0.8)

7%

(1)

2017年度～

2020年度

舗装（Co）

15.8km

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 

※舗装点検要領（2016 年 10 月 国土交通省道路局）に準じて点検及び健全性の診断を実施している地方公共団体を対象に

集計。 

※2017～2020 年度の 4年間の点検により判定区分Ⅲと診断された延長（延べ車線延長）。 

※延べ車線延長：点検対象となる車線延長の合計。 

※幅員 5.5m 以下の生活道路を含む。 

アスファルト舗装の健全性判定区分 

（延べ車線延長ベース） 

コンクリート舗装の健全性判定区分 

（延べ車線延長ベース） 
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（２） 小規模附属物 

１）概要 

小規模附属物については、門型標識を除く道路標識及び照明施設等の支柱や支柱取付

部等について点検を行っています。 

 

国土交通省では、附属物（標識、照明施設等）点検要領（2014 年 6月 国土交通省 道

路局 国道・防災課）に基づき、概ね 10 年に 1 回を目安として近視目視による詳細点

検及び、5 年に 1 回を目安として外観目視を基本とする中間点検を実施しています。 

 

小規模附属物の損傷度の診断は、以下の通り区分します。 

区分 状態 

a 損傷が認められない 

c 損傷が認められる 

e 損傷が大きい 

 

国土交通省以外の道路管理者は、小規模附属物点検要領（2017 年 3 月 国土交通省 

道路局）（技術的助言）等を参考に、適切に管理を行っています。 
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5% 17% 9% 8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国土交通省

（約105,000施設）

2017 2018 2019 2020実績

39%

(約41,000施設)

72%

(29,684)

25%

(10,260)

3%

(1,087)

2017年度

～2020年度

小規模附属物

41,031施設

a

c

e

２）点検結果（国土交通省） 

〇 国土交通省では、2017 年度より小規模附属物点検を行っており、2020 年度末時点の近

接目視による詳細点検の実施率は約 39%と着実に進捗しています。 

〇 国土交通省の損傷度の判定区分の割合は、a 72%、c 25%、e 3%です。 

 

〇国土交通省の点検実施率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇国土交通省の判定区分の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※（）内は、2017～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

小規模附属物点検結果 

損傷度の判定区分 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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３）修繕の実施状況（国土交通省） 

〇 国土交通省が管理する小規模附属物で、損傷度の判定区分 e の修繕着手率は 4%、完了

率は 3%です。 

 
判定区分 c、eの修繕の実施状況（国土交通省） 

小規模 

附属物 

修繕が 

必要な 

施設数 

（A） 

修繕に 

着手済の 

施設数 

（B） 

（B/A） 

工事に 

着工済の 

施設数 

（C） 

（C/A） 

修繕 

完了の 

施設数 

（D） 

（D/A） 

点検 

実施 

年度 

 

：着手率（B/A）   

：完了率（D/A）   

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

c 10,260 
70 

（1%） 

8 

(0.1%) 

5 

(0.05%) 

2017  

2018 

2019 

2020 

e 1,078 
43 

(4%) 

29 

(3%) 

28 

(3%) 

2017 

 
2018 

2019 

2020 

 

 

 

 

 

 

 

2021.3 末時点 

9%

0.3%

0.04%

0%

29%

9%

3%

0%

0%

0.1%

0%

0%

6%

8%

3%

0%
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（３） 土工構造物 

１）概要 

土工構造物については、重要度が高い法面等について点検を行うこととしています。 

 

国土交通省では、道路土工構造物点検要領（2018 年 6 月 国土交通省 道路局 国

道・技術課）に基づき、長大切土又は高盛土の区域（特定道路土工構造物）については、

2018 年度より 5年に 1回の頻度で近視目視による点検を実施しています。 

 

特定道路土工構造物の健全性の診断は、以下の通り区分します。 

区分 状態 

Ⅰ 健全 変状はない、もしくは変状があっても対策が必要ない場合（道路の機能

に支障が生じていない状態） 

Ⅱ 経過観察段階 変状が確認され、変状の進行度合いの観察が一定期間必要な場合（道路

の機能に支障が生じていないが、別途、詳細な調査の実施や定期的な観

察などの措置が望ましい状態） 

Ⅲ 早期措置段階 変状が確認され、かつ次回点検までにさらに進行すると想定されること

から構造物の崩壊が予想されるため、できるだけ速やかに措置を講ずる

ことが望ましい場合（道路の機能に支障は生じていないが、次回点検ま

でに支障が生じる可能性があり、できだけ速やかに措置を講じることが

望ましい状態） 

Ⅳ 緊急措置段階 変状が著しく、大規模な崩壊に繋がるおそれがあると判断され、緊急的

な措置が必要な場合（道路の機能に支障が生じている、又は生じる可能

性が著しく高く、緊急に措置を講ずるべき状態） 

 

国土交通省以外の道路管理者は、道路土工構造物点検要領（2017 年 8 月 国土交通

省 道路局）（技術的助言）等を参考に、適切に管理を行っています。 
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（約3,100施設）
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61%

(約1,900施設)

32%
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62%

(1,157)

6%

(109)

2018年度

～2020年度

土工構造物

1,871施設

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

２）点検結果（国土交通省） 

〇 国土交通省では、2018 年度より特定土工構造物点検を行っており、2020 年度末時点の

点検実施率は約 61%と着実に進捗しています。 

〇 国土交通省管理の土工構造物の健全性の判定区分の割合は、Ⅰ 32%、Ⅱ 62%、Ⅲ 6%、

Ⅳ 0%です。 

 

〇国土交通省の点検実施率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇国土交通省の判定区分の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※（）内は、2018～2020 年度に点検を実施した施設数の合計。 

土工構造物点検結果 

健全性の判定区分 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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３）修繕の実施状況（国土交通省） 

〇 国土交通省が管理する特定土工構造物で、健全性の判定区分Ⅲの施設の修繕着手率は

18%、完了率は 6%です。 

 
判定区分Ⅲ、Ⅳの修繕の実施状況（国土交通省） 

土工 

構造物 

修繕が 

必要な 

施設数 

（A） 

修繕に 

着手済の 

施設数 

（B） 

（B/A） 

工事に 

着工済の 

施設数 

（C） 

（C/A） 

修繕 

完了の 

施設数 

（D） 

（D/A） 

点検 

実施 

年度 

 

：着手率（B/A）   

：完了率（D/A）     

0% 20% 40% 60% 80% 100%  

Ⅲ 109 
20 

(18%) 

6 

(6%) 

6 

(6%) 

2018 
 

2019 

2020 

Ⅳ 0 
0 

(－) 

0 

(－) 

0 

(－) 

2018 

 2019 

2020 

 

21%

12%

23%

－

－

－

10%

2%

4%
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６. 橋梁・トンネルの現状 
（１） 橋梁の現状 

 １）管理者別の橋梁数、橋面積 

〇 東北地方には橋梁が約 7.4 万橋あり、このうち、地方公共団体が管理する橋梁は約

6.6 万橋と、約 9 割を占めています。 

 

 

〇道路管理者別橋梁数         〇道路種別橋梁数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇道路管理者別橋面積         〇道路種別橋面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路局調べ（2021.3 末時点） 
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道路局調べ（2021.3 末時点） 
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 ２）建設年度別の橋梁数 

〇 建設後 50 年を経過した橋梁の割合は、現在は約 28%であるのに対し、10 年後には約 56%

となります。建設後 50 年を経過し橋長 15m 未満の橋梁の割合は、10 年後に約 63%とな

ります。橋長 15m 以上の橋梁の割合は、10 年後に 48%となります。 

〇 この他に建設年度が不明の橋梁が約 1.9 万橋あり、これらの大半が市町村管理の橋長

15m 未満の橋梁です。 

 

 

〇建設年度別橋梁数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設後 50 年を経過した橋梁の割合 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設年度不明橋梁（約 1.9 万橋）の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

※橋梁・トンネルの建設年度別施設数は巻末資料（７）を参照。 

※この他、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁が約 1.9 万橋ある。 

※各年度の内訳は、巻末資料（７）を参照。 

道路局調べ（2021.3 末時点） 

※この他、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁が約 1.9 万橋ある。 

道路局調べ（2021.3 末時点） 

道路局調べ（2021.3 末時点） 

28%

56%

2021時点

2031時点

全体

34%

63%

2021時点

2031時点

橋長15ｍ未満

21%

48%

2021時点

2031時点

橋長15ｍ以上
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 ３）管理者別の橋長分布 

〇 橋長 50m 以上の橋梁は国土交通省、高速道路会社に多くなっています。 

〇 市町村は管理する橋梁の 70%以上が橋長 15m 未満です。 

 

〇管理者別の橋長分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路局調べ（2021.3 末時点） 

※橋長に関して情報がなかった橋梁を除く 
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地方公共団体管理

約 740 箇所

（２） トンネルの現状 

 １）管理者別の箇所数 

〇 東北地方にはトンネルが約 1.2 千箇所あり、このうち、地方公共団体が管理するトン

ネルは約 740 箇所と約 7 割を占めています。 

 

〇道路管理者別トンネル数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇道路種別トンネル数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
道路局調べ（2021.3 末時点） 

道路局調べ（2021.3 末時点） 
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市町村管理
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 ２）建設年度別のトンネル数 

〇 建設後 50 年を経過したトンネルの割合は、現在約 13%であるのに対し、10 年後には約

30%に増加します。建設後 50 年を経過し延長 100m 未満のトンネルの割合は、10 年後に

約 63%となります。 

 

 

〇建設年度別トンネル数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設後 50 年を経過したトンネルの割合 

 

 

 

 

 

 

 

〇建設年度不明トンネル（20 箇所）の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

※橋梁・トンネルの建設年度別施設数は巻末資料（７）を参照。 

※この他、古いトンネルなど記録が確認できない建設年度不明トンネルが 20 箇所ある。 

※各年度の内訳は、巻末資料（７）を参照。 

道路局調べ（2021.3 末時点） 

 

※この他、古いトンネルなど記録が確認できない建設年度不明トンネルが20箇所ある。 

道路局調べ（2021.3 末時点） 

道路局調べ（2021.3 末時点） 
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 ３）管理者別の延長分布 

〇 延長 1000m 以上のトンネルは国土交通省、高速道路会社に多くなっています。 

〇 市町村は管理するトンネルの約 40%が延長 100m 未満です。 

 

〇管理者別の延長分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路局調べ（2021.3 末時点） 

※延長に関して情報がなかった施設を除く 
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（３） 橋梁の損傷状況 

１）東北地方の損傷の特徴 

〇 東北地方は、寒冷な気象条件と冬季の凍結抑制剤の散布により、構造物にとっては過

酷な環境条件となっています。 

〇 日本海沿岸部の飛来塩分や積雪寒冷地特有の凍害に加え、凍結抑制剤に含まれる塩分

の影響により、凍害や ASR が促進され、劣化が複合的に発生しています。 

〇 凍結抑制剤散布量が多い橋梁は、散布量が少ない橋梁に比べ、判定区分Ⅲ・Ⅳの割合

が高い傾向です。 

〇 塩害地域の判定区分Ⅲ・Ⅳの部材は、主桁に多くなっています。 

 

〇凍結抑制剤散布量別の部材ごとの判定区分 
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※凍結抑制剤散布量は聞き取り調査の結果、散布量不明のデータを除外した集計値 

※その他；伸縮装置、地覆、高欄等の付属物 
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※部材ごと内訳は、2017 年度、2018 年度、2019 年度、2020 年度データをもとに集計 

※塩害の影響地域の区分は「橋、高架の道路等の技術基準」Ⅲｺﾝｸﾘｰﾄ部材編 表-6.2.3

より以下のとおり分類する。 

 非塩害地域：対策区分 S、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲに該当しない地域 

 塩害地域 ：対策区分 S、Ⅰ、Ⅱ、Ⅲに該当する地域 

※その他；伸縮装置、地覆、高欄等の付属物 
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〇損傷事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

【塩害地域】 【非塩害地域】 

凍害 ASR（アルカリ骨材反応） 
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２）補修部位の再劣化 

〇コンクリート部材の再劣化事例 

・PC 上部工（主桁）コンクリートの断面補修部の再劣化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・下部工（橋台）コンクリートの断面補修部の再劣化事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2007 年 

主桁の剥離・鉄筋露出 

2012年(補修後2年) 

主桁のうき 

2017 年 

主桁のうき 

2010 年 
断面補修 

再劣化原因：水処理が不十分で、劣化要因が排除できていなかった。 

（補修後の定期点検より補修部材の境界部で漏水、遊離石灰の析出の進行がみら

れる。） 

2007 年 

橋台の剥離・鉄筋露出 

2012年(補修後2年) 

橋台のひびわれ 

2017 年 

橋台のうき 

2010 年 
断面補修 

再劣化原因：水処理が不十分で、劣化要因が排除できていなかった。 

（補修後の定期点検より補修材料に漏水を伴うひびわれがみられる。） 

1998 年補修箇所 1998 年補修箇所 

1998 年補修箇所 

2010 年 

補修箇所 
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〇鋼部材の再劣化事例 

・鋼部材桁端部の再劣化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇付属物の再劣化事例 

・地覆の再劣化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015 年 

減肉を伴う腐食 

2019年(補修後4年) 

主桁端部の欠損 

2015 年 
当て板補修、塗替え塗装 

再劣化原因：再塗装時の下地処理が不十分で劣化要因が排除できていなかった。 

再劣化原因：地覆コンクリートの劣化要因の排除が不十分であった。 

（補修後の定期点検より保護塗装の剥離、保護塗装内部の地覆コンクリートの欠

損が確認されている。） 

 

2003 年 

防護柵の腐食、地覆の剥離・鉄筋露出 

2018年(補修後8年) 

地覆の剥離・鉄筋露出 

2010 年 
防護柵交換、地覆保護塗装 

- 68-



 

３）補修の留意点 

〇 損傷部位の補修だけでなく、劣化の要因となった水分や凍結抑制剤に含まれる塩分の

供給を遮断する劣化条件の改善が必要。 

 

〇補修事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伸縮装置からの漏水を防止 地覆の水切り 

排水流末の改善 コンクリートの表面保護塗装 

コンクリートの改質 第三者被害抑制（剥落防止） 
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７. 地方公共団体でのメンテナンスに向けた取り組み 
（１） 道路メンテナンス会議の開催 

〇 関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的

な老朽化対策の推進を図ることを目的に、「道路メンテナンス会議」を設置しました。

（2014 年 7 月 7 日に全都道府県で設置済） 

 

 

 

 

. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇講習会等の実施事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地方整備局（直轄事務所） 

・地方公共団体（都道府県、市町村） 

・高速道路会社（NEXCO・首都高速道路・阪神高速道路・

本州四国連絡高速道路） 

・道路公社 

1. 維持管理等に関する情報共有 

2. 点検、修繕等の状況把握及び対策の推進 

3. 点検業務の発注支援（地域一括発注等） 

4. 技術的な相談対応           等 

〇道路メンテナンス会議を通じて、地方公共団体

における老朽化対策の取り組み事例を共有 

〈取り組み事例〉 

・点検・診断の高度化・効率化、補修計画の適正

化等のため、産学官の連携により、点検・診断・

措置情報を効率的に記録することが出来るデー

タベースシステムの開発・導入 

 

・技術力向上、点検費用の削減のため、道路メン

テナンス会議と市による合同点検（直営点検）

の実施 

 

・県による市町村への橋梁補修工法等に関する技

術的助言を行う相談窓口の設置 

体制 

役割 

地方公共団体の取り組み事例の共有 

橋梁点検講習会 講習会（座学） 

橋梁補修現場見学会 点検支援技術講習会 
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研修受講者数 うち地方公共団体職員の受講者数

（人）

（年度）

（２） 直轄診断・修繕代行 

〇 地方公共団体への支援策の一つとして、緊急かつ高度な技術力を要する可能性が高い

施設について、「直轄診断※」を実施しました。 

〇 直轄診断を実施した施設については、各道路管理者からの要請を踏まえ、修繕代行事

業や大規模修繕・更新補助事業に着手しています。 

 

〇直轄診断実施箇所と診断結果概要 

実施年度 施設名 道路管理者名 延長（m） 

2014 三島
みしま

大橋
おおはし

 
三島町 

（福島県） 
131 

2015 沼尾
ぬまお

シェッド 
下郷町 

（福島県） 
189 

2016 万石
まんごく

橋
ばし

 
湯沢市 

（秋田県） 
171 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 研修の実施状況 

〇 2014 年度より、国土交通省、地方公共団体の職員等を対象に、橋梁、トンネル等の

点検に関する研修を実施しています。 

〇 2020 年度までの受講者数は 626 人（地方公共団体：311 人）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急性・難易度を踏まえて対応 

2015 年度 〇三島大橋   修繕代行事業に着手 

2016 年度 〇沼尾シェッド 修繕代行事業に着手 

2017 年度 〇万石橋    修繕代行事業に着手 

※直轄診断：「橋梁、トンネル等の道路施設については、各道路管理者が責任を持って管理する」という原則の下、そ

れでもなお、地方公共団体の技術力等に鑑みて支援が必要なもの（複雑な構造を有するもの、損傷の度合いが著しい

もの、社会的に重要なもの、等）に限り、国が地方整備局、国土技術政策総合研究所、国立開発研究法人土木研究所

の職員で構成する「道路メンテンナンス技術集団」を派遣し、技術的な助言を行うもの。 

 

研修受講者数（累計） 

※2021 年 3 月末時点 
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・個別施設計画（道路）の策定期限
⇒国：2016年度（策定済）
⇒地方公共団体：2020年度頃

インフラ長寿命化基本計画
【国】

（2013年11月策定）

インフラ長寿命化計画【国交省】
第1次計画：2014～2020年度
第2次計画：2021～2025年度

インフラ長寿命化計画
【地方公共団体】

（2016年度までに策定）

公共施設等
総合管理計画

公共施設等総合管理計画
の策定指針（総務省）

基
本
計
画

個
別
施
設
計
画

行
動
計
画

道路

橋

梁

ト
ン
ネ
ル

道
路
附
属
物
等

…

河川 空港 道路

橋

梁

ト
ン
ネ
ル

道
路
附
属
物
等

…

河川 空港

＝

100%

100%

100%

99%

99%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国土交通省
(1)

高速道路会社
(1)

県・政令市等
(7)

市町村
(226)

全体
(235)

100%

100%

100%

78%

81%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国土交通省
(1)

高速道路会社
(1)

県・政令市等
(7)

市町村
(68)

全体
(77)

（４） 個別施設計画の策定状況（2020 年度末時点） 

〇 各道路管理者は、橋梁・トンネル・道路附属物等の定期点検結果に基づき個別施設計

画※を策定しています。 

〇 2020 年度末時点における個別施設計画策定率は、橋梁で約 99%、管理者別では、市町

村約 99%となっています。 

〇 トンネル及び道路附属物等の策定率は、それぞれ約 81%、約 82%となっています。 

   

 

○ インフラ長寿命化計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 個別施設計画の策定状況（2020 年度末時点） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〈トンネル〉 〈道路附属物等〉 

※ 

〈橋梁〉 

※（）は団体数 

※割合は個別施設計画策定対象の施設を管理する団体数により算出 

※道路附属物等は横断歩道橋、門型標識等、シェッド、大型カルバートであり、いずれかの施設の個別施設計画が策

定されていれば策定済みとしている 

※維持管理・更新等にかかるトータルコストの縮減・平準化を図る上で点検・診断等の結果を踏まえた個別施設毎の具

体の対応方針を定めた計画 

100%

100%

100%

79%

82%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

国土交通省
(1)

高速道路会社
(1)

県・政令市等
(7)

市町村
(67)

全体
(76)
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策定状況 記載内容記載内容策定状況

233団体 233団体 233団体

更新状況

【未策定】
3団体（1%）

【公表済】
223団体
（96%）

【未策定・未公表】
10団体（4%）

【修繕の情報なし】
57団体（24%）

【策定済】
230団体
（99%）

【未公表】
7団体（3%）

【修繕費用】
108団体
（46%）

記載内容

【策定後更新なし】
56団体（24%）

【策定後更新あり】
167団体
（72%）

【修繕の情報あり】
166団体
（71%）

【未策定・未公表】
10団体（4%）

○ 個別施設計画の策定状況（2020 年度末時点） 

 

〇 国のインフラ長寿命化基本計画（2013 年）では 2020 年頃までの長寿命化修繕計画（個

別施設計画）の策定を目標としていますが、2020 年度末時点で橋梁の長寿命化修繕計

画を策定していない地方公共団体が 3 団体あり、策定済みで公表していない地方公共

団体は 7 団体です。 

〇 修繕の時期や内容を橋梁毎に示していない計画となっている地方公共団体は 57 団体

です。 

〇 また、計画の策定後に点検結果を反映するなど計画の更新を行っていない地方公共団

体は 56 団体です。 

〇 橋梁等の老朽化対策を計画的・効率的に進めるためにも、長寿命化修繕計画を策定す

るとともに、点検結果を踏まえ、更新を行うことが重要です。 

   

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【橋梁(2ｍ以上)の長寿命化修繕計画(個別施設計画)の策定、記載内容、更新の状況(地方公共団体)】 

※2021 年 3 月 31 日時点（国土交通省道路局調べ） 

※地方公共団体（233 団体）の内訳は、県：6 団体、政令市：1 団体、市町村 226 団体 
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策定状況 策定状況新技術等の活用方針

233団体 233団体【未策定】
3団体（1%）

【記載なし】
185団体
（79%）

【記載あり】
38団体
（16%）

【未公表】
7団体（3%）

【記載あり】
28団体
（12%）

集約・撤去など費用の縮減
に関する具体的な方針

【記載なし】
195団体
（84%）

策定状況策定状況 策定状況 策定状況集約・撤去

233団体233団体

【記載なし】
221団体
（95%）

【記載あり】
2団体
（1%）

新技術等の活用 策定状況 内、コスト縮減
効果を併記し
ている自治体

内、コスト縮減
効果を併記し
ている自治体

費用縮減

【記載なし】
2団体

（100%）

【記載あり】
0団体
（0%）

【記載あり】
2団体
（1%）

【記載なし】
221団体
（95%）

【記載あり】
0団体
（0%）

【記載なし】
2団体

（100%）

【記載あり】
1団体

（0.4%）

【記載なし】
222団体
（95%）

233団体

○ 個別施設計画の記載内容 

 

〇 2020 年度末時点で、橋梁の長寿命化修繕計画（個別施設計画）に「新技術等の活用

方針」を記載している地方公共団体は 38 団体であり、「集約・撤去など費用の縮減

に関する具体的な方針」を記載している地方公共団体は 28 団体です。 

〇 「短期的な数値目標」を記載している地方公共団体は、「新技術の活用」で 2 団体、

「集約・撤去」で 2 団体、「費用縮減」で 1 団体です。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【橋梁(2ｍ以上)の長寿命化修繕計画(個別施設計画)における方針の記載状況(地方公共団体)】 

※2021 年 3 月 31 日時点（国土交通省道路局調べ） 

※地方公共団体（233 団体）の内訳は、県：6 団体、政令市：1 団体、市町村 226 団体 

【橋梁(2ｍ以上)の長寿命化修繕計画(個別施設計画)における短期的な数値目標の記載状況(地方公共団体)】 

※2021 年 3 月 31 日時点（国土交通省道路局調べ） 

※地方公共団体（233 団体）の内訳は、県：6 団体、政令市：1 団体、市町村 226 団体 
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※巻末資料 
（１） 道路附属物等の点検実施状況と点検結果の内訳 

１）2 巡目（2019～2020 年度）の点検実施状況（全道路管理者） 

 
 

２）2 巡目（2019～2020 年度）の点検結果（全道路管理者） 

 

 
点検対象 

施設数 

点検実施状況 

上段：点検実施数、下段：点検実施率 

2019 2020 2021 2022 2023 

道路附属物等 3,240 
556 593 － － － 

17% 18% － － － 

 

シェッド 518 
150 77 － － － 

29% 15% － － － 

大型カルバート 1,342 
212 261 － － － 

16% 19 － － － 

横断歩道橋_跨線橋以外 508 
84 100 － － － 

17% 20% － － － 

横断歩道橋_跨線橋 30 
2 2 － － － 

7% 7% － － － 

門型標識等 842 
108 153 － － － 

13% 18% － － － 

 点検実施数 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

道路附属物等 1,149 
284 631 234 0 

25% 55% 20% 0% 

 

シェッド 227 
22 98 107 0 

10% 43% 47% 0% 

大型カルバート 473 
134 314 25 0 

28% 66% 5% 0% 

横断歩道橋_跨線橋以外 184 
24 83 77 0 

13% 45% 42% 0% 

横断歩道橋_跨線橋 4 
1 3 0 0 

25% 75% 0% 0% 

門型標識等 261 
103 133 25 0 

39% 51% 10% 0% 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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３）直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検結果（全道路管理者） 

 

 

 

 

 

 

 点検実施数 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

道路附属物等 2,955 
664 1,742 548 1 

22% 59% 19% 0.03% 

 

シェッド 470 
32 208 230 0 

7% 44% 49% 0% 

大型カルバート 1,241 
291 867 83 0 

23% 70% 7% 0% 

横断歩道橋_跨線橋以外 497 
51 269 177 0 

10% 54% 36% 0% 

横断歩道橋_跨線橋 28 
2 19 7 0 

7% 68% 25% 0% 

門型標識等 719 
288 379 51 1 

40% 53% 7% 0.1% 

2021.3 末時点 
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（２） 緊急輸送道路及び跨線橋等の点検結果の内訳 

１）2 巡目（2019～2020 年度）の点検実施状況（全道路管理者） 

 
 
２）2 巡目（2019～2020 年度）の点検結果（全道路管理者） 

 
 
 

 管理施設数 

点検対象 

施設数 

※ 

点検実施状況 

上段：点検実施数、下段：点検実施率 

2019 2020 2021 2022 2023 

緊急輸送道路を 

跨ぐ跨道橋 
1,592 1,464 

292 297 － － － 

20% 20% － － － 

跨線橋 1,268 1,230 
188 234 － － － 

15% 19% － － － 

緊急輸送道路を 

構成する橋梁 
14,294 13,874 

2,958 2,913 － － － 

21% 21% － － － 

（参考）全橋梁 73,788 72,969 
13,178 16,264 － － － 

18% 22% － － － 

 
点検実施数 

※ 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

緊急輸送道路を 

跨ぐ跨道橋 
589 

129 378 81 1 

22% 64% 14% 0.2% 

跨線橋 422 
61 250 108 3 

14% 59% 26% 1% 

緊急輸送道路を 

構成する橋梁 
5,871 

1,427 3,629 812 3 

24% 62% 14% 0.1% 

（参考）全橋梁 29,442 
8,103 17,895 3,420 24 

28% 61% 12% 0.1% 

※2021 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後 5 年以内などを除いた施設数の合計。 2021.3 末時点 

※2021 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後 5 年以内などを除いた施設数の合計。 2021.3 末時点 
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３）判定区分の内訳（1 巡目点検結果に 2019～2020 年度点検結果を反映） 

 
 
 
 
 
 

 
点検実施数 

※ 

判定区分 

上段：実数、下段：割合 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

緊急輸送道路を 

跨ぐ跨道橋 
1,453 

292 975 185 1 

20% 67% 13% 0.1% 

跨線橋 1,223 
161 760 299 3 

13% 62% 24% 0.2% 

緊急輸送道路を 

構成する橋梁 
13,818 

3,502 8,525 1,788 3 

25% 62% 13% 0.02% 

（参考）全橋梁 72,679 
22,692 42,162 7,776 49 

31% 58% 11% 0.1% 

2021.3 末時点 ※2021 年 3 月末時点での施設数のうち、供用後 5 年以内などを除いた施設数の合計。 
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（３） 都道府県別点検結果（2019～2020 年度） 

①橋梁（国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

①橋梁（高速道路会社） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 38 85 16 0 139 

岩手県 72 144 19 0 235 

宮城県 96 189 22 0 307 

秋田県 91 213 29 0 333 

山形県 137 193 29 0 359 

福島県 115 157 33 0 305 

計 549 981 148 0 1,678 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 28 78 1 0 107 

岩手県 19 166 84 0 269 

宮城県 40 165 24 0 229 

秋田県 32 94 7 0 133 

山形県 49 84 2 0 135 

福島県 78 192 38 0 308 

計 246 779 156 0 1,181 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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①橋梁（地方公共団体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

①橋梁（県・政令市等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①橋梁（市町村） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 980 1,161 239 8 2,388 

岩手県 1,955 2,182 409 3 4,549 

宮城県 527 3,828 550 4 4,909 

秋田県 1,119 3,416 716 3 5,254 

山形県 1,458 1,512 424 3 3,397 

福島県 1,269 4,036 778 3 6,086 

計 7,308 16,135 3,116 24 26,583 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 377 487 76 0 940 

岩手県 402 491 121 0 1,014 

宮城県 113 587 323 1 1,024 

秋田県 32 806 131 0 969 

山形県 381 292 160 1 834 

福島県 86 1,307 328 1 1,722 

計 1,391 3,970 1,139 3 6,503 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 603 674 163 8 1,448 

岩手県 1,553 1,691 288 3 3,535 

宮城県 414 3,241 227 3 3,885 

秋田県 1,087 2,610 585 3 4,285 

山形県 1,077 1,220 264 2 2,563 

福島県 1,183 2,729 450 2 4,364 

計 5,917 12,165 1,977 21 20,080 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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②トンネル（国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

②トンネル（高速道路会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 0 3 1 0 4 

岩手県 0 20 9 0 29 

宮城県 0 3 3 0 6 

秋田県 0 8 2 0 10 

山形県 0 12 6 0 18 

福島県 0 5 5 0 10 

計 0 51 26 0 77 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 0 1 0 0 1 

岩手県 0 4 2 0 6 

宮城県 0 2 0 0 2 

秋田県 0 3 3 0 6 

山形県 0 15 2 0 17 

福島県 0 7 4 0 11 

計 0 32 11 0 43 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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②トンネル（地方公共団体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

②トンネル（県・政令市等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

②トンネル（市町村） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 0 2 2 0 4 

岩手県 1 23 40 0 64 

宮城県 2 11 34 0 47 

秋田県 0 27 34 0 61 

山形県 0 2 1 0 3 

福島県 0 44 22 0 66 

計 3 109 133 0 245 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 0 1 2 0 3 

岩手県 1 10 33 0 44 

宮城県 2 4 32 0 38 

秋田県 0 19 28 0 47 

山形県 0 0 1 0 1 

福島県 0 40 19 0 59 

計 3 74 115 0 192 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 0 1 0 0 1 

岩手県 0 13 7 0 20 

宮城県 0 7 2 0 9 

秋田県 0 8 6 0 14 

山形県 0 2 0 0 2 

福島県 0 4 3 0 7 

計 0 35 18 0 53 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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③道路附属物等（国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

③道路附属物等（高速道路会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 3 28 7 0 38 

岩手県 10 55 5 0 70 

宮城県 21 28 28 0 77 

秋田県 2 35 1 0 38 

山形県 16 16 7 0 39 

福島県 10 17 8 0 35 

計 62 179 56 0 297 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 12 17 0 0 29 

岩手県 22 43 4 0 69 

宮城県 17 32 2 0 51 

秋田県 28 22 0 0 50 

山形県 54 34 1 0 89 

福島県 31 58 3 0 92 

計 164 206 10 0 380 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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③道路附属物等（地方公共団体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

③道路附属物等（県・政令市等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

③道路附属物等（市町村） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 19 45 12 0 76 

岩手県 18 31 46 0 95 

宮城県 14 38 24 0 76 

秋田県 3 52 60 0 115 

山形県 1 12 7 0 20 

福島県 3 68 19 0 90 

計 58 246 168 0 472 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 13 30 3 0 46 

岩手県 16 23 44 0 83 

宮城県 14 29 22 0 65 

秋田県 0 38 55 0 93 

山形県 0 5 7 0 12 

福島県 2 40 15 0 57 

計 45 165 146 0 356 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 6 15 9 0 30 

岩手県 2 8 2 0 12 

宮城県 0 9 2 0 11 

秋田県 3 14 5 0 22 

山形県 1 7 0 0 8 

福島県 1 28 4 0 33 

計 13 81 22 0 116 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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（４） 都道府県別点検結果（直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検結果） 

①橋梁（国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

①橋梁（高速道路会社） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 108 176 34 0 318 

岩手県 192 305 62 0 559 

宮城県 310 390 88 0 788 

秋田県 215 412 62 0 689 

山形県 367 439 88 0 894 

福島県 323 381 85 0 789 

計 1,515 2,103 419 0 4,037 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 29 178 12 0 219 

岩手県 30 486 170 0 686 

宮城県 48 440 83 0 571 

秋田県 50 302 17 0 369 

山形県 67 242 10 0 319 

福島県 96 558 96 0 750 

計 320 2,206 388 0 2,914 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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①橋梁（地方公共団体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

①橋梁（県・政令市等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①橋梁（市町村） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 2,748 3,027 626 10 6,411 

岩手県 5,517 5,809 1,061 5 12,392 

宮城県 1,632 8,350 1,114 4 11,100 

秋田県 2,572 6,826 1,212 4 10,614 

山形県 4,203 2,954 815 9 7,981 

福島県 3,982 10,486 1,996 8 16,472 

計 20,654 37,452 6,824 40 64,970 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 940 1,133 166 0 2,239 

岩手県 1,046 1,431 229 0 2,706 

宮城県 416 1,618 634 1 2,669 

秋田県 123 1,861 266 0 2,250 

山形県 1,462 635 297 2 2,396 

福島県 385 3,112 781 2 4,280 

計 4,372 9,790 2,373 5 16,540 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 1,808 1,894 460 10 4,172 

岩手県 4,471 4,378 832 5 9,686 

宮城県 1,216 6,732 480 3 8,431 

秋田県 2,449 4,965 946 4 8,364 

山形県 2,741 2,319 518 7 5,585 

福島県 3,597 7,374 1,215 6 12,192 

計 16,282 27,662 4,451 35 48,430 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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②トンネル（国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

②トンネル（高速道路会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 0 5 2 0 7 

岩手県 0 43 19 0 62 

宮城県 0 18 4 0 22 

秋田県 0 13 14 0 27 

山形県 1 22 18 0 41 

福島県 0 15 16 0 31 

計 1 116 73 0 190 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 0 4 1 0 5 

岩手県 0 11 13 0 24 

宮城県 0 3 1 0 4 

秋田県 0 15 4 0 19 

山形県 0 22 11 0 33 

福島県 0 21 5 0 26 

計 0 76 35 0 111 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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②トンネル（地方公共団体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

②トンネル（県・政令市等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

②トンネル（市町村） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 5 20 17 0 42 

岩手県 3 116 71 0 190 

宮城県 2 31 68 0 101 

秋田県 1 70 43 0 114 

山形県 4 39 28 1 72 

福島県 1 94 88 0 183 

計 16 370 315 1 702 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 5 15 17 0 37 

岩手県 3 93 57 0 153 

宮城県 2 12 57 0 71 

秋田県 1 48 34 0 83 

山形県 4 30 22 0 56 

福島県 1 82 77 0 160 

計 16 280 264 0 560 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 0 5 0 0 5 

岩手県 0 23 14 0 37 

宮城県 0 19 11 0 30 

秋田県 0 22 9 0 31 

山形県 0 9 6 1 16 

福島県 0 12 11 0 23 

計 0 90 51 1 142 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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③道路附属物等（国土交通省） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

③道路附属物等（高速道路会社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 23 86 25 0 134 

岩手県 60 132 7 0 199 

宮城県 68 67 48 0 183 

秋田県 61 96 8 0 165 

山形県 39 117 32 0 188 

福島県 43 83 28 0 154 

計 294 581 148 0 1,023 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 12 33 0 0 45 

岩手県 27 100 23 0 150 

宮城県 23 64 6 0 93 

秋田県 33 58 2 0 93 

山形県 64 88 1 0 153 

福島県 37 123 15 0 175 

計 196 466 47 0 709 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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③道路附属物等（地方公共団体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

③道路附属物等（県・政令市等） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

③道路附属物等（市町村） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 27 105 16 0 148 

岩手県 55 63 56 0 174 

宮城県 37 72 43 0 152 

秋田県 14 105 79 0 198 

山形県 14 106 27 0 147 

福島県 27 244 132 1 404 

計 174 695 353 1 1,223 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 18 83 6 0 107 

岩手県 52 40 50 0 142 

宮城県 36 59 40 0 135 

秋田県 11 74 69 0 154 

山形県 13 89 23 0 125 

福島県 23 191 121 1 336 

計 153 536 309 1 999 

所在する県 
判定区分（上段：実数、下段：割合） 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計 

青森県 9 22 10 0 41 

岩手県 3 23 6 0 32 

宮城県 1 13 3 0 17 

秋田県 3 31 10 0 44 

山形県 1 17 4 0 22 

福島県 4 53 11 0 68 

計 21 159 44 0 224 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 

2021.3 末時点 
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（５） 点検実施年度別判定区分Ⅲ、Ⅳの施設の修繕等措置の実施状況 

１）1 巡目点検施設の修繕等措置の実施状況 

①橋梁（1巡目点検 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2014 

493 

122 

443 

(90%) 

122 

322 

(65%) 

122 

287 

(58%) 

121 

2015 91 90 78 74 

2016 95 94 56 46 

2017 109 86 45 31 

2018 76 51 21 15 

高速道路 

会社 

2014 

378 

47 

260 

(69%) 

47 

117 

(31%) 

23 

101 

(27%) 

18 

2015 40 40 12 11 

2016 100 76 41 39 

2017 78 55 24 16 

2018 113 42 17 17 

地方公共 

団体計 

2014 

6,924 

1,081 

3,708 

(54%) 

879 

2,499 

(36%) 

707 

2,171 

(31%) 

667 

2015 1,389 838 617 539 

2016 2,076 1,101 695 565 

2017 1,466 598 320 272 

2018 912 292 160 128 

 

県・ 

政令市等 

2014 

2,158 

421 

1,348 

(62%) 

346 

838 

(39%) 

261 

663 

(31%) 

240 

2015 356 274 178 140 

2016 602 405 245 176 

2017 459 230 109 80 

2018 320 93 45 27 

市町村 

2014 

4,766 

660 

2,360 

(50%) 

533 

1,661 

(35%) 

446 

1,508 

(32%) 

427 

2015 1,033 564 439 399 

2016 1,474 696 450 389 

2017 1,007 368 211 192 

2018 592 199 115 101 

合計 

2014 

7,795 

1,250 

4,411 

(57%) 

1,048 

2,938 

(38%) 

852 

2,559 

(33%) 

806 

2015 1,520 968 707 624 

2016 2,271 1,271 792 650 

2017 1,653 739 389 319 

2018 1,101 385 198 160 

 

 

 

2021.3 末時点 
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①-(ⅱ)緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋（1巡目点検 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2014 

21 

3 

20 

(95%) 

3 

9 

(43%) 

3 

9 

(43%) 

3 

2015 3 3 3 3 

2016 11 11 1 1 

2017 4 3 2 2 

2018 0 0 0 0 

高速道路 

会社 

2014 

67 

4 

44 

(66%) 

4 

16 

(24%) 

3 

8 

(12%) 

0 

2015 8 8 2 1 

2016 16 13 5 5 

2017 14 10 5 1 

2018 25 9 1 1 

地方公共 

団体計 

2014 

89 

15 

53 

(60%) 

8 

36 

(40%) 

8 

32 

(36%) 

7 

2015 14 11 9 9 

2016 37 25 14 11 

2017 16 8 4 4 

2018 7 1 1 1 

 

県・ 

政令市等 

2014 

22 

5 

17 

(77%) 

3 

10 

(45%) 

3 

8 

(36%) 

3 

2015 2 1 1 1 

2016 12 12 6 4 

2017 2 1 0 0 

2018 1 0 0 0 

市町村 

2014 

67 

10 

36 

(54%) 

5 

26 

(39%) 

5 

24 

(36%) 

4 

2015 12 10 8 8 

2016 25 13 8 7 

2017 14 7 4 4 

2018 6 1 1 1 

合計 

2014 

177 

22 

117 

(66%) 

15 

61 

(34%) 

14 

49 

(28%) 

10 

2015 25 22 14 13 

2016 64 49 20 17 

2017 34 21 11 7 

2018 32 10 2 2 

 

 

 

2021.3 末時点 
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①-（ⅲ）跨線橋(1 巡目点検 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2014 

67 

13 

62 

(93%) 

13 

40 

(60%) 

13 

31 

(46%) 

12 

2015 9 9 8 7 

2016 10 10 6 4 

2017 11 9 5 2 

2018 24 21 8 6 

高速道路 

会社 

2014 

13 

0 

5 

(38%) 

0 

0 

(0%) 

0 

0 

(0%) 

0 

2015 2 2 0 0 

2016 1 1 0 0 

2017 2 1 0 0 

2018 8 1 0 0 

地方公共 

団体計 

2014 

206 

9 

139 

(67%) 

8 

72 

(35%) 

6 

38 

(18%) 

4 

2015 43 37 22 11 

2016 48 38 27 11 

2017 57 36 10 8 

2018 49 20 7 4 

 

県・ 

政令市等 

2014 

99 

5 

74 

(75%) 

4 

43 

(43%) 

3 

18 

(18%) 

2 

2015 24 20 14 7 

2016 35 29 20 6 

2017 21 14 4 3 

2018 14 7 2 0 

市町村 

2014 

107 

4 

65 

(61%) 

4 

29 

(27%) 

3 

20 

(19%) 

2 

2015 19 17 8 4 

2016 13 9 7 5 

2017 36 22 6 5 

2018 35 13 5 4 

合計 

2014 

286 

22 

206 

(72%) 

21 

112 

(39%) 

19 

69 

(24%) 

16 

2015 54 48 30 18 

2016 59 49 33 15 

2017 70 46 15 10 

2018 81 42 15 10 

 

 

 

2021.3 末時点 
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①-(ⅳ)緊急輸送道路を構成する橋梁（1巡目点検 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2014 

409 

110 

370 

(90%) 

110 

277 

(68%) 

110 

250 

(61%) 

109 

2015 75 75 66 62 

2016 73 73 46 38 

2017 86 67 35 27 

2018 65 45 20 14 

高速道路 

会社 

2014 

378 

47 

260 

(69%) 

47 

117 

(31%) 

23 

101 

(27%) 

18 

2015 40 40 12 11 

2016 100 76 41 39 

2017 78 55 24 16 

2018 113 42 17 17 

地方公共 

団体計 

2014 

951 

197 

664 

(70%) 

171 

435 

(46%) 

139 

327 

(34%) 

123 

2015 199 156 101 74 

2016 283 208 130 88 

2017 166 93 43 32 

2018 106 36 22 10 

 

県・ 

政令市等 

2014 

885 

186 

624 

(71%) 

162 

402 

(45%) 

130 

304 

(34%) 

117 

2015 185 146 94 68 

2016 259 191 116 79 

2017 159 91 42 31 

2018 96 34 20 9 

市町村 

2014 

66 

11 

40 

(61%) 

9 

33 

(50%) 

9 

23 

(35%) 

6 

2015 14 10 7 6 

2016 24 17 14 9 

2017 7 2 1 1 

2018 10 2 2 1 

合計 

2014 

1,738 

354 

1,294 

(74%) 

328 

829 

(48%) 

272 

678 

(39%) 

250 

2015 314 271 179 147 

2016 456 357 217 165 

2017 330 215 102 75 

2018 284 123 59 41 

 

 

 

2021.3 末時点 
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②トンネル（1巡目点検 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2014 

80 

20 

66 

(83%) 

20 

56 

(70%) 

20 

51 

(64%) 

20 

2015 9 9 9 7 

2016 21 21 18 15 

2017 13 6 4 4 

2018 17 10 5 5 

高速道路 

会社 

2014 

33 

5 

23 

(70%) 

5 

14 

(42%) 

3 

10 

(30%) 

3 

2015 4 4 3 1 

2016 6 6 5 3 

2017 9 5 1 1 

2018 9 3 2 2 

地方公共 

団体計 

2014 

301 

56 

236 

(78%) 

48 

140 

(47%) 

37 

116 

(39%) 

34 

2015 37 31 17 13 

2016 64 54 36 32 

2017 107 82 37 30 

2018 37 21 13 7 

 

県・ 

政令市等 

2014 

235 

38 

198 

(84%) 

33 

108 

(46%) 

26 

89 

(38%) 

25 

2015 32 29 15 11 

2016 54 46 29 25 

2017 90 72 28 22 

2018 21 18 10 6 

市町村 

2014 

66 

18 

38 

(58%) 

15 

32 

(48%) 

11 

27 

(41%) 

9 

2015 5 2 2 2 

2016 10 8 7 7 

2017 17 10 9 8 

2018 16 3 3 1 

合計 

2014 

414 

81 

325 

(79%) 

73 

210 

(51%) 

60 

177 

(43%) 

57 

2015 50 44 29 21 

2016 91 81 59 50 

2017 129 93 42 35 

2018 63 34 20 14 

 

 

 

 

 

 

2021.3 末時点 
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③道路附属物等（1巡目点検 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2014 

128 

1 

84 

(66%) 

1 

37 

(29%) 

1 

32 

(25%) 

1 

2015 12 12 8 8 

2016 45 38 13 11 

2017 50 23 9 9 

2018 20 10 6 3 

高速道路 

会社 

2014 

56 

5 

42 

(75%) 

5 

39 

(70%) 

5 

39 

(70%) 

5 

2015 14 14 13 13 

2016 16 16 16 16 

2017 6 2 2 2 

2018 15 5 3 3 

地方公共 

団体計 

2014 

431 

84 

251 

(58%) 

71 

159 

(37%) 

49 

126 

(29%) 

45 

2015 141 86 62 45 

2016 83 46 23 18 

2017 55 32 13 9 

2018 68 16 12 9 

 

県・ 

政令市等 

2014 

376 

65 

225 

(60%) 

58 

141 

(38%) 

42 

109 

(29%) 

39 

2015 134 84 60 43 

2016 72 39 17 12 

2017 47 29 11 7 

2018 58 15 11 8 

市町村 

2014 

55 

19 

26 

(47%) 

13 

18 

(33%) 

7 

17 

(31%) 

6 

2015 7 2 2 2 

2016 11 7 6 6 

2017 8 3 2 2 

2018 10 1 1 1 

合計 

2014 

615 

90 

377 

(61%) 

77 

235 

(38%) 

55 

197 

(32%) 

51 

2015 167 112 83 66 

2016 144 100 52 45 

2017 111 57 24 20 

2018 103 31 21 15 

 2021.3 末時点 
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２）直近 5 年間の点検施設の修繕等措置の実施状況 

①橋梁（直近 5年間 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2016 

419 

88 

281 

(67%) 

87 

122 

(29%) 

51 

89 

(21%) 

42 

2017 108 86 45 31 

2018 75 50 21 15 

2019 83 40 4 1 

2020 65 18 1 0 

高速道路 

会社 

2016 

388 

70 

228 

(59%) 

54 

79 

(20%) 

28 

63 

(16%) 

28 

2017 74 51 21 15 

2018 88 38 17 17 

2019 85 51 11 3 

2020 71 34 2 0 

地方公共 

団体計 

2016 

6,864 

1,470 

2,457 

(36%) 

852 

1,115 

(16%) 

533 

825 

(12%) 

427 

2017 1,386 560 287 240 

2018 868 259 130 102 

2019 1,429 415 98 44 

2020 1,711 371 67 12 

 

県・ 

政令市等 

2016 

2,378 

468 

975 

(41%) 

329 

432 

(18%) 

202 

276 

(12%) 

147 

2017 456 227 106 78 

2018 312 86 39 24 

2019 527 176 53 26 

2020 615 157 32 1 

市町村 

2016 

4,486 

1,002 

1,482 

(33%) 

523 

683 

(15%) 

331 

549 

(12%) 

280 

2017 930 333 181 162 

2018 556 173 91 78 

2019 902 239 45 18 

2020 1,096 214 35 11 

合計 

2016 

7,671 

1,628 

2,966 

(39%) 

993 

1,316 

(17%) 

612 

977 

(13%) 

497 

2017 1,568 697 353 286 

2018 1,031 347 168 134 

2019 1,597 506 113 48 

2020 1,847 423 70 12 

 2021.3 末時点 

- 97-



 

①-(ⅱ)緊急輸送道路を跨ぐ跨道橋（直近 5年間 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2016 

18 

11 

15 

(83%) 

11 

3 

(17%) 

1 

3 

(17%) 

1 

2017 3 3 2 2 

2018 0 0 0 0 

2019 3 1 0 0 

2020 1 0 0 0 

高速道路 

会社 

2016 

73 

10 

44 

(60%) 

9 

14 

(19%) 

4 

6 

(8%) 

4 

2017 11 7 3 1 

2018 19 8 1 1 

2019 19 11 5 0 

2020 14 9 1 0 

地方公共 

団体計 

2016 

92 

29 

37 

(40%) 

18 

14 

(15%) 

9 

11 

(12%) 

7 

2017 11 6 2 2 

2018 7 1 1 1 

2019 22 5 2 1 

2020 23 7 0 0 

 

県・ 

政令市等 

2016 

30 

10 

15 

(50%) 

10 

6 

(20%) 

5 

5 

(17%) 

4 

2017 2 1 0 0 

2018 1 0 0 0 

2019 8 1 1 1 

2020 9 3 0 0 

市町村 

2016 

62 

19 

22 

(35%) 

8 

8 

(13%) 

4 

6 

(10%) 

3 

2017 9 5 2 2 

2018 6 1 1 1 

2019 14 4 1 0 

2020 14 4 0 0 

合計 

2016 

183 

50 

96 

(52%) 

38 

31 

(17%) 

14 

20 

(11%) 

12 

2017 25 16 7 5 

2018 26 9 2 2 

2019 44 17 7 1 

2020 38 16 1 0 

 2021.3 末時点 
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①-（ⅲ）跨線橋（直近 5年間 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2016 

70 

7 

47 

(67%) 

7 

18 

(26%) 

3 

10 

(14%) 

2 

2017 10 9 5 2 

2018 23 20 8 6 

2019 17 8 2 0 

2020 13 3 0 0 

高速道路 

会社 

2016 

14 

1 

5 

(36%) 

1 

0 

(0%) 

0 

0 

(0%) 

0 

2017 2 1 0 0 

2018 7 1 0 0 

2019 2 0 0 0 

2020 2 2 0 0 

地方公共 

団体計 

2016 

208 

29 

109 

(52%) 

23 

43 

(21%) 

16 

17 

(8%) 

7 

2017 55 34 9 7 

2018 47 18 6 3 

2019 24 10 2 0 

2020 53 24 10 0 

 

県・ 

政令市等 

2016 

105 

20 

59 

(56%) 

16 

27 

(26%) 

11 

7 

(7%) 

4 

2017 21 14 4 3 

2018 14 7 2 0 

2019 15 7 1 0 

2020 35 15 9 0 

市町村 

2016 

103 

9 

50 

(49%) 

7 

16 

(16%) 

5 

10 

(10%) 

3 

2017 34 20 5 4 

2018 33 11 4 3 

2019 9 3 1 0 

2020 18 9 1 0 

合計 

2016 

292 

37 

161 

(55%) 

31 

61 

(21%) 

19 

27 

(9%) 

9 

2017 67 44 14 9 

2018 77 39 14 9 

2019 43 18 4 0 

2020 68 29 10 0 

 2021.3 末時点 
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①-(ⅳ)緊急輸送道路を構成する橋梁（直近 5年間 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2016 

336 

68 

225 

(67%) 

68 

102 

(30%) 

43 

77 

(23%) 

35 

2017 85 67 35 27 

2018 64 44 20 14 

2019 65 31 3 1 

2020 54 15 1 0 

高速道路 

会社 

2016 

388 

70 

228 

(59%) 

54 

79 

(20%) 

28 

63 

(16%) 

28 

2017 74 51 21 15 

2018 88 38 17 17 

2019 85 51 11 3 

2020 71 34 2 0 

地方公共 

団体計 

2016 

1,041 

239 

468 

(45%) 

178 

227 

(22%) 

107 

132 

(13%) 

74 

2017 161 90 40 30 

2018 101 31 17 8 

2019 252 94 40 19 

2020 288 75 23 1 

 

県・ 

政令市等 

2016 

973 

225 

438 

(45%) 

167 

210 

(22%) 

99 

124 

(13%) 

69 

2017 156 88 39 29 

2018 91 29 15 7 

2019 235 84 35 18 

2020 266 70 22 1 

市町村 

2016 

68 

14 

30 

(44%) 

11 

17 

(25%) 

8 

8 

(12%) 

5 

2017 5 2 1 1 

2018 10 2 2 1 

2019 17 10 5 1 

2020 22 5 1 0 

合計 

2016 

1,765 

377 

921 

(52%) 

300 

408 

(23%) 

178 

272 

(15%) 

137 

2017 320 208 96 72 

2018 253 113 54 39 

2019 402 176 54 23 

2020 413 124 26 1 

 2021.3 末時点 
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②トンネル（直近 5 年間 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2016 

73 

18 

38 

(52%) 

18 

28 

(38%) 

16 

23 

(32%) 

14 

2017 13 6 4 4 

2018 16 9 5 5 

2019 13 1 0 0 

2020 13 4 3 0 

高速道路 

会社 

2016 

35 

6 

19 

(54%) 

6 

10 

(29%) 

5 

6 

(17%) 

3 

2017 9 5 1 1 

2018 9 3 2 2 

2019 7 3 1 0 

2020 4 2 1 0 

地方公共 

団体計 

2016 

316 

46 

206 

(65%) 

38 

95 

(30%) 

29 

71 

(22%) 

27 

2017 104 78 35 28 

2018 33 21 13 7 

2019 57 29 11 9 

2020 76 40 7 0 

 

県・ 

政令市等 

2016 

264 

40 

184 

(70%) 

34 

78 

(30%) 

25 

59 

(22%) 

23 

2017 88 69 27 21 

2018 21 18 10 6 

2019 51 28 11 9 

2020 64 35 5 0 

市町村 

2016 

52 

6 

22 

(42%) 

4 

17 

(33%) 

4 

12 

(23%) 

4 

2017 16 9 8 7 

2018 12 3 3 1 

2019 6 1 0 0 

2020 12 5 2 0 

合計 

2016 

424 

70 

263 

(62%) 

62 

133 

(31%) 

50 

100 

(24%) 

44 

2017 126 89 40 33 

2018 58 33 20 14 

2019 77 33 12 9 

2020 93 46 11 0 

 2021.3 末時点 
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③道路附属物等（直近 5年間 判定区分Ⅲ、Ⅳ） 

管理者 

点検 

実施 

年度 

措置が必要な 

施設数 

A 

 

措置に着手済の 

施設数 

B 

（B/A） 

措置に着工済の 

施設数 

C 

（C/A） 

措置完了済の 

施設数 

D 

（D/A） 

国土 

交通省 

2016 

148 

29 

65 

(44%) 

23 

22 

(15%) 

8 

17 

(11%) 

6 

2017 43 18 8 8 

2018 20 10 6 3 

2019 15 5 0 0 

2020 41 9 0 0 

高速道路 

会社 

2016 

47 

16 

26 

(55%) 

16 

23 

(49%) 

16 

23 

(49%) 

16 

2017 6 2 2 2 

2018 15 5 3 3 

2019 3 0 0 0 

2020 7 3 2 2 

地方公共 

団体計 

2016 

354 

71 

164 

(46%) 

34 

58 

(16%) 

14 

29 

(8%) 

9 

2017 54 31 12 8 

2018 61 11 10 7 

2019 91 56 12 5 

2020 77 32 10 0 

 

県・ 

政令市等 

2016 

310 

65 

148 

(48%) 

32 

53 

(17%) 

13 

25 

(8%) 

8 

2017 46 28 10 6 

2018 53 10 9 6 

2019 79 46 11 5 

2020 67 32 10 0 

市町村 

2016 

44 

6 

16 

(36%) 

2 

5 

(11%) 

1 

4 

(9%) 

1 

2017 8 3 2 2 

2018 8 1 1 1 

2019 12 10 1 0 

2020 10 0 0 0 

合計 

2016 

549 

116 

255 

(46%) 

73 

103 

(19%) 

38 

69 

(13%) 

31 

2017 103 51 22 18 

2018 96 26 19 13 

2019 109 61 12 5 

2020 125 44 12 2 
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（６） 橋梁・トンネル・道路附属物等の判定区分Ⅳの施設リスト(2014～2020 年度) 

【橋梁】 

〇判定区分Ⅳの橋梁の措置状況（予定含む） 

管理者 計 

管理中 撤去・ 

廃止済 

※2 

計 修繕・ 

架替 

撤去・ 

廃止 

機能転換 

※1 

対応未定 

検討中 

国土交通省 1 1 0 0 0 0 1 

県・政令市等 6 6 0 0 0 0 6 

市町村 58 36 12 1 9 9 67 

合計 65 
43 

(58%) 

12 

(16%) 

1 

(1%) 

9 

(12%) 

9 

(12%) 
74 

 

 
 

〇国土交通省（1 橋） 

管理者 施設名 路線名 
建設

年度 

点検

実施

年度 

損傷の具体的内容 
緊急措置

内容 

緊急措置後の 

恒久的な措置 

(2021.3月末時点) 

東北地方

整備局 堺田跨
さ か いだ こ

線
せん

橋
きょう

 国道 47 号 1970 2014 

下フランジ及び支点上

補剛材の一部が欠損。

支承にも著しい腐食 

仮受け材

の設置 
修繕済 

 

〇県・政令市等（6橋） 

管理者 施設名 路線名 
建設

年度 

点検

実施

年度 

損傷の具体的内容 
緊急措置

内容 

緊急措置後の 

恒久的な措置 

(2021.3月末時点) 

青森県 瀬戸子
せ と し

橋
ばし

 国道 280 号 不明 2014 主桁、横桁の腐食 
通行止（歩

道部） 
架替済 

仙台市 仲
なか

芝
しば

橋
ばし

 
市道サイカ

チ沼線 
1988 2019 

橋台のひびわれ、変

形・欠損、洗堀など 

全面通行

止 
架設予定 

山形県 仁田山
に だ や ま

橋
ばし

 
県道土内五

日町橋 
1961 2017 

主桁端部に一部欠損を

伴うせん断ひびわれが

発生した 

全面通行

止迂回路

設置 

修繕済 

山形県 福島跨線橋
ふくしまこせんきょう

 
県道比子八 

幡線 
1981 2020 

主桁、横桁、支承 

の腐食・欠損 

仮受け材

の設置（通

行規制（車

両）） 

修繕予定 

福島県 黒木
く ろ き

橋
はし

 
飯野三春石

川線 
1961 2018 

                

主桁の剥離・鉄筋露出 

 

全面通行

止 
架替済 

福島県 やまゆり橋
はし

 
下川内竜田

停車場線 
1990 2019 橋台背面の土砂流出 

通行規制

（片側通

行止） 

修繕済 

 

 

 

※1：機能転換とは、既存の施設を、他の施設として利用すること。 

※2：判定後、撤去・廃止により管理施設から除外されたもの。 

※高速道路会社管理の橋梁は健全度Ⅳの施設なし。 

- 103-



 

〇市町村（67橋） 

管理者 施設名 路線名 
建設

年度 

点検

実施

年度 

損傷の具体的内容 
緊急措置

内容 

緊急措置後の 

恒久的な措置 

(2021.3月末時点) 

八戸市 

（青森県） 中之橋
な か のば し

 
一番町 6 号

線 
1963 2019 主桁の破断 

仮設材を

設置し、車

線規制 

修繕中 

八戸市 

（青森県） 

西ノ
に し の

沢跨
さ わ こ

道
どう

橋
きょう

 
根城前田線 1980 2019 

主桁の断面欠損や PC

鋼材一部破断 

仮設材を

設置し、車

線規制 

修繕中 

八戸市 

（青森県） 金浜跨線橋
かねはまこせんきょう

 
市道大渡金

浜線 
1968 2020 

主桁下面のはく 

離鉄筋露出 

仮設材を

設置し、車

線規制 

修繕予定 

十和田市 

（青森県） 猿
さる

倉橋
くらばし

 猿倉線 不明 2018 

主桁、床版の剥離や鉄

筋露出、下部工のひび

われ、断面欠損 

通行止め、

仮橋設置 
架替中 

蓬田村 

（青森県） 汐
しお

干
ほし

橋
ばし

 
村道 

2-3-26号線 
不明 2019 主桁の腐食 

荷重制限

(2t) 
修繕中 

深浦町 

(青森県) 手岬川橋
てさきかわばし

 
風合瀬１号 

線 
1995 2020 

主桁の腐食、板厚減少、

断面欠損 

全面通行

止 
未定 

東北町 

(青森県) 

小川原通跨
こ が わ ら ど お り こ

線
せん

橋
きょう

 

町道 535 号 

線 
1967 2020 

主桁の腐食、板厚減少、

断面欠損 

通行規制

(8t) 
修繕予定 

田子町 

（青森県） 1号
ごう

橋
きょう

 
宮野獅々内

線 
不明 2015 支承、主桁の腐食 

通行規制

(5t) 
架替済 

田子町 

（青森県） 1号
ごう

橋
きょう

 新田黒森線 不明 2020 

コンクリート部材のは

く離・鉄筋露出、 

遊離石灰 

通 行 規 制

(2t) 
架替予定 

田子町 

（青森県） 2号
ごう

橋
きょう

 新田黒森線 不明 2020 

コンクリート部材のは

く離・鉄筋露出、 

遊離石灰 

通 行 規 制

(2t) 
架替予定 

南部町 

（青森県） 前田
ま え だ

橋
ばし

 
町道向田・

内川線 
1988 2017 

木製床版の腐朽、下部

工のひびわれ 

全面通行

止め 
未定 

大船渡市 

（岩手県） 

井戸
い ど

洞
ほら

1号
ごう

橋
きょう

 

市道井戸洞

線 
不明 2014 

主桁の床版の腐食、破

断 

全面通行

止 
撤去済 

大船渡市 

（岩手県） 

黒森沢
くろもりさわ

3号
ごう

橋
きょう

 

市道黒森沢

2 号線 
不明 2014 床版の腐食、破断 

全面通行

止 
修繕済 

大船渡市 

（岩手県） 古峠
ことうげ

橋
きょう

 市道古峠線 不明 2014 床版の抜け落ち 
全面通行

止 
架替済 

大船渡市 

（岩手県） 古峠
ことうげ

3号
ごう

橋
きょう

 市道古峠線 不明 2014 
床版の破断、漏水、抜

け落ち 

全面通行

止 
架替済 
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管理者 施設名 路線名 
建設

年度 

点検

実施

年度 

損傷の具体的内容 
緊急措置

内容 

緊急措置後の 

恒久的な措置 

(2021.3月末時点) 

花巻市 

（岩手県） 合沢
あいさわ

一号
いちごう

橋
ばし

 
市道合沢 1

号線 
不明 2017 橋台の移動・傾斜 

全面通行

止 
修繕済 

花巻市 

（岩手県） 

留ケ
と め が

森
もり

三
さん

の

橋
はし

 

市道留ケ森

7 号線 
不明 2017 

桁ずれ・床版の抜け落

ち 

全面通行

止 
修繕済 

花巻市 

（岩手県） 迫
はさま

橋
ばし

 市道迫線 不明 2017 橋台の剥離、欠損 
全面通行

止 
修繕中 

久慈市 

(岩手県) 止滝橋
とめたきばし

 市道沼袋線 1969 2020 

床版に剥離・鉄筋露出、

格子状ひびわれ、下部

工の断面欠損 

全面通行

止 
未定 

二戸市 

（岩手県） 青岩
せいがん

橋
 ばし

 市道青岩線 1935 2018 
主桁支点部・鋼製橋脚

基部の断面欠損 

仮設材を

設置（通行

止め） 

廃止中 

奥州市 

（岩手県） 下鴨ヶ崎
しもがもがざき

橋
はし

 
市道梨ノ木

線 
1976 

2014 

2019 

床版のひびわれ、剥離、

鉄筋露出 

全面通行

止 
撤去予定 

奥州市 

（岩手県） 天土
あまつち

橋
ばし

 市道天土線 1954 
2014 

2019 

橋台の変形欠損、橋脚

の洗堀 

全面通行

止 
未定 

山田町 

（岩手県） 堤
つつみ

橋
ばし

 
町道勝山・

山内線 
不明 2014 床版の変形、欠損 

全面通行

止 
機能変更予定 

山田町 

（岩手県） 永楽
えいらく

橋
はし

 町道海岸線 不明 2014 
主桁、床版の剥離鉄筋

露出 

全面通行

止 
撤去済 

気仙沼市 

（宮城県） 馬
まご

籠
め

橋
ばし

 
市道上野旧

県道線 
1963 

2014 

2019 

主桁、床版の剥離、鉄

筋露出、下部構造の剥

離 

全面通行

止 
架替中 

気仙沼市 

(宮城県) 夏焼橋
なつやきはし

 
市道上東側

根上西側線 
不明 2020 木橋上部の腐朽 

全面通行

止 
検討中 

名取市 

（宮城県） 川内沢
かわうちさわ

橋
ばし

 
市道笠島中

道線 
1983 2014 

主桁のひびわれ、剥離、

鉄筋露出 

通行規制

(片側) 
修繕済 

大崎市 

（宮城県） 

七日
な の か

町
まち

1号
ごう

橋
ばし

 

市道第一小

前線 
1919 2014 主桁のひびわれ 

通行規制

(8t） 
架替済 

亘理町 

（宮城県） 上野地
か み や ち

北橋
きたばし

 
町道下新道

上野地線 
1966 2014 橋台の傾斜 

全面通行

止 
撤去済 

亘理町 

（宮城県） 南中
みなみなか

橋
ばし

 
町道吉田浜

南線 
1990 2014 主桁の流失、ずれ 

全面通行

止 
撤去済 
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管理者 施設名 路線名 
建設

年度 

点検

実施

年度 

損傷の具体的内容 
緊急措置

内容 

緊急措置後の 

恒久的な措置 

(2021.3月末時点) 

山元町 

(宮城県) 熊坂橋
くまさかはし

 
町道浅生原 

熊坂線 
1973 2020 

基礎部の沈下により、

橋座と桁に大きな隙間

が発生 

仮橋を設

置して、通

行規制(大

型車以上) 

架替予定 

秋田市 

（秋田県） 蓬田
よもぎだ

橋
はし

2 蓬田 1号線 不明 2014 主桁の折れ 
全面通行

止 
修繕済 

能代市 

（秋田県） 

下田平
げ た ひ ら

2号
ごう

橋
きょう

 

上ノ野川端

線 
1969 2014 下部工の欠損 

全面通行

止 
撤去済 

男鹿市 

（秋田県） 

馬
うま

立場
た て ば

一号
いちごう

橋
きょう

 
仁井沢開線 1953 2014 鋼部材の腐食破断 

通行規制

(普通車以

上） 

廃止済 

湯沢市 

（秋田県） 川
かわ

井橋
い ば し

 
市道中山・

小渕ヶ沢線 
1966 

2014 

2019 
橋脚のひびわれ 

通行規制

(6t) 
撤去予定 

湯沢市 

（秋田県） 小安
お や す

橋
ばし

 市道寒沢線 1962 
2014 

2019 
鋼部材の腐食 

全面通行

止 
廃止予定 

由利本荘市 

(秋田県) 荒
あら

町
まち

2号
ごう

橋
きょう

 
市道荒町 4 

号線 
1941 2020 

橋台ひびわれ、欠損、

床版の剥離、鉄筋露出 

全 面 通 行

止 
撤去予定 

大仙市 

（秋田県） 和合
わ ご う

橋
ばし

 中宿和合線 1967 2018 鉄筋露出（腐食あり） 
全面通行

止 
撤去予定 

北秋田市 

（秋田県） 仙
せん

戸
ど

石橋
いしはし

 仙戸石線 1965 2014 橋台背面土砂の崩落 
全面通行

止 
修繕済 

北秋田市 

（秋田県） 

家
いえ

の下
した

2号
ごう

橋
きょう

 

綴子家の下

線 
1978 2014 橋脚の亀裂 

通行規制

(6t) 
修繕済 

北秋田市 

（秋田県） 根子
ね っ こ

橋
ばし

 根子線 1975 2014 床版のひびわれ 通行規制 修繕済 

北秋田市 

（秋田県） 前山
まえやま

橋
ばし

 打当前山線 1971 2014 床版の漏水、うき 
通行規制

(片側) 
修繕済 

上小阿仁村 

（秋田県） 上小阿仁
か み こ あ に

橋
はし

 
長信田羽立

線 
1937 2015 

主桁の鉄筋露出、断面

欠損 

全面通行

止 
撤去済 

五城目町 

（秋田県） 大台
おおだい

橋
ばし

 町道大台線 1969 2018 橋脚のひびわれ 
車両通行

止め 
廃止予定 

鶴岡市 

（山形県） 向田
むかいだ

橋
はし

 
市道木野俣

線 
1962 2014 主桁の剥離、鉄筋露出 

通行規制

(片側) 
撤去済 

酒田市 

（山形県） 宮内
みやうち

橋
ばし

 
市道官内 3

号線 
1968 2014 主桁の腐食 

全面通行

止 
修繕済 
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管理者 施設名 路線名 
建設

年度 

点検

実施

年度 

損傷の具体的内容 
緊急措置

内容 

緊急措置後の 

恒久的な措置 

(2021.3月末時点) 

酒田市 

（山形県） 早
はや

塚
つか

橋
ばし

 
市道手蔵田

久保田線 
1969 2014 主桁の腐食 

全面通行

止 
修繕済 

寒河江市 

(山形県) 柴屋
し ば や

2号
ごう

橋
きょう

 幸生４号線 1961 2020 パイルベントの欠損 
全面通行

止 
撤去中 

尾花沢市 

（山形県） 河
か

恭
じか

橋
はし

 
市道Ⅳ-705

号線 
1935 2016 床版の鉄筋露出 

全面通行

止 
修繕済 

尾花沢市 

（山形県） 

4-706-1号
ごう

橋
ばし

 

市道Ⅳ-706

号線 
1964 2016 下部工の洗堀 

全面通行

止 
修繕済 

西川町 

（山形県） 大入間
お お いり ま

川橋
がわばし

 月岡入間線 1965 2019 
橋脚の洗堀による沈

下・傾斜 

全面通行

止 

 

架替中 

朝日町 

（山形県） のぞくら橋
ばし

 町道朝日線 1965 2015 支承の機能障害 
全面通行

止 
修繕済 

大蔵村 

（山形県） 上山
かみやま

橋
ばし

 
村道沼ノ台

上山線 
1977 2015 橋台の変状 

全面通行

止 
修繕済 

川西町 

（山形県） 西横道
にしよこみち

橋
ばし

 
町道西横道

線 
1980 2016 

下部工の移動、鉄筋露

出 

全面通行

止 
修繕済 

川西町 

（山形県） 坂
さか

水橋
みずばし

 
町道道祖神

坂水橋線 
1968 2016 

橋脚の鉄筋露出 

支承の機能障害 

全面通行

止 
未定 

川西町 

（山形県） 続橋
つづきばし

 
町道高橋七

裏線 
1978 2017 

A1 橋台が川側に傾斜。

洗堀等があった場合、

橋台転倒や落橋等の恐

れあり 

全面通行

止 
架替済 

白鷹町 

（山形県） 田辺
た な べ

橋
ばし

 
町道田辺寺

前線 
1980 2015 主桁、床版のひびわれ 

全面通行

止 
架替済 

白鷹町 

（山形県） 大平橋
たいへいばし

 
町道大平橋

線 
1964 2015 

高欄、床版の腐食及び

断面欠損 

全面通行

止 
撤去中 

遊佐町 

（山形県） 栄
さかえ

橋
ばし

 
町道白木宮

海線 
1956 2016 

主桁の腐食、鉄筋露出、

うき支承の機能障害 

全面通行

止 
撤去予定 

いわき市 

（福島県） 頭巾
ず き ん

平
だいら

橋
はし

 
市道頭巾

平・長沢 
不明 2017 

パイルベント橋脚の傾

斜、破損 

通行規制

(車両) 
未定 

喜多方市 

（福島県） 谷地
や ち

畑
はた

橋
はし

 
市道大平・

黒岩線 
不明 2015 橋台の洗堀、ひびわれ 

全面通行

止 
架替中 

川俣町 

（福島県） 問屋前
と ん やま え

橋
はし

 
町道問屋・

津間線 
1970 2016 

主桁・支承の腐食、防

食機能の劣化 床版ひ

びわれ、鉄筋露出 

全面通行

止 
未定 
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管理者 施設名 路線名 
建設

年度 

点検

実施

年度 

損傷の具体的内容 
緊急措置

内容 

緊急措置後の 

恒久的な措置 

(2021.3月末時点) 

金山町 

（福島県） 沖田
お き た

橋
はし

 
町道湯ノ上

線 
1935 2016 床版の鉄筋露出 

全面通行

止 
撤去予定 

双葉町 

（福島県） 渋
しぶ

江橋
え ば し

 
町道久保

前・中浜線 
1978 2018 

防護柵の劣化、変形、

欠損。添架物の変形、

欠損。 

仮設材を

設置し通

行止め 

撤去済 

双葉町 

（福島県） 

野
の

竹内
だけうち

3号
ごう

橋
ばし

 

町道野竹内

2 号線 
1965 2018 

橋台の移動・傾斜、背

面の土砂の沈下洗堀、

ひびわれ。 

仮設材を

設置し通

行止め 

未定 

浪江町 

（福島県） 満開
まんかい

橋
ばし

 
町道辻西原

線 
1965 2016 

下部工の変形欠損、支

承の破損、ゆるみ 

全面通行

止 
修繕済 

浪江町 

（福島県） 5084-1号橋
ごうばし

 
持平小和田 

線 
不明 2020 床版の抜け落ち 

全面通行

止 
未定 
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【トンネル】 

〇判定区分Ⅳのトンネルの措置状況（予定含む） 

管理者 計 

管理中 撤去・ 

廃止済 

※1 

計 
修繕 廃止 対応未定 

市町村 3 
3 

(75%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

1 

(25%) 
4 

 

 

〇市町村（4 箇所） 

管理者 施設名 路線名 
建設

年度 

点検

実施

年度 

損傷の具体的内容 
緊急措置

内容 

緊急措置後の 

恒久的な措置 

(2020.3月末時点) 

宮古市 

（岩手県） 
花原
け ば ら

市
いち

トン

ネル 

市道花原市

作見内線 
1935 2014 

覆工コンクリートのひ

びわれ 

全面通行

止 
修繕済 

奥州市 

（岩手県） 
増沢
ますざわ

トンネ

ル 

市道増沢高

堂線 
1957 2014 

覆工及び背面地山の崩

落 

全面通行

止 
修繕済 

鶴岡市 

（山形県） 釜谷坂隧
かまやざかずい

道
どう

 
市道温海釜

谷坂線 
1954 2018 アーチ部の材質劣化 

全面通行

止 
修繕中 

下郷町 

（福島県） 橋坂隧
はしざかずい

道
どう

 
町道姫川弥

五島線 
1877 2017 

ひびわれ、剥離、落石、

全体的に損傷程度が著

しい          

全面通行

止 
廃止済 

 

 

【道路附属物等】 

〇判定区分Ⅳの道路附属物等の措置状況（予定含む） 

管理者 計 

管理中 撤去・ 

廃止済 

※1 

計 修繕・ 

更新 
撤去 対応未定 

県・政令市等 1 
1 

(100%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 

0 

(0%) 
1 

 

 

〇県（1 施設） 

 

 

 

管理者 施設名 路線名 
建設

年度 

点検

実施

年度 

損傷の具体的内容 
緊急措置

内容 

緊急措置後の 

恒久的な措置 

(2020.3月末時点) 

福島県 道路標識 国道 115 号 不明 2018 ナット下の座金の緩み    
緊急措置

なし 
修繕済 

※1：判定後、撤去・廃止により管理施設から除外されたもの。 

※国土交通省、高速道路会社、県・政令市等管理のトンネルは健全度Ⅳの施設なし。 

 

※1：判定後、撤去・廃止により管理施設から除外されたもの。 

※国土交通省、高速道路会社、市町村管理の道路附属物等は健全度Ⅳの施設なし。 
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（７） 橋梁・トンネルの建設年度別施設数 

①橋梁 

建設年度 
国土 

交通省 

高速 

道路会社 

県・ 

政令市等 
市町村  建設年度 

国土 

交通省 

高速 

道路会社 

県・ 

政令市等 
市町村 

1920 以前 1 0 5 8 1972 111 44 417 984 

1921 0 0 3 4 1973 93 121 432 1,299 

1922 1 0 3 2 1974 95 109 345 861 

1923 0 0 1 4 1975 66 142 278 936 

1924 0 0 10 2 1976 75 206 260 820 

1925 0 0 9 4 1977 62 369 244 1,032 

1926 0 0 17 18 1978 112 111 377 944 

1927 0 0 26 9 1979 120 101 327 919 

1928 3 0 27 17 1980 100 46 332 1,063 

1929 3 0 23 14 1981 74 35 316 815 

1930 3 0 47 52 1982 60 70 282 834 

1931 2 0 45 29 1983 87 50 295 745 

1932 0 0 48 23 1984 84 21 242 728 

1933 1 0 50 55 1985 67 30 253 817 

1934 1 0 37 32 1986 68 94 313 586 

1935 2 0 85 77 1987 45 38 238 609 

1936 1 0 37 28 1988 77 66 345 609 

1937 4 0 61 20 1989 36 60 243 570 

1938 5 0 32 20 1990 38 60 257 782 

1939 0 0 38 11 1991 41 98 259 566 

1940 0 0 17 15 1992 45 95 279 567 

1941 2 0 20 26 1993 11 26 228 576 

1942 0 0 4 5 1994 43 119 207 511 

1943 0 0 11 11 1995 32 97 217 411 

1944 0 0 1 7 1996 38 68 205 424 

1945 2 0 5 20 1997 76 101 191 424 

1946 0 0 8 6 1998 62 53 180 407 

1947 1 0 4 14 1999 52 25 184 361 

1948 0 0 6 10 2000 72 37 206 395 

1949 1 0 10 26 2001 77 61 182 421 

1950 1 0 19 93 2002 66 185 148 341 

1951 5 0 32 52 2003 73 42 163 234 

1952 1 0 26 75 2004 122 7 135 263 

1953 8 0 43 58 2005 50 3 104 168 

1954 2 0 67 114 2006 54 7 97 157 

1955 8 0 104 135 2007 95 15 109 135 

1956 9 0 91 75 2008 54 16 82 115 

1957 24 0 114 163 2009 46 33 96 108 

1958 31 0 143 178 2010 58 2 75 109 

1959 39 0 172 226 2011 24 5 57 79 

1960 38 0 197 488 2012 67 36 59 80 

1961 50 0 225 314 2013 39 3 65 69 

1962 102 0 246 381 2014 25 30 47 77 

1963 130 0 292 385 2015 28 5 50 76 

1964 78 0 238 418 2016 49 10 35 71 

1965 89 0 335 631 2017 100 0 35 71 

1966 70 0 320 530 2018 118 4 37 74 

1967 89 0 363 630 2019 37 23 15 43 

1968 90 0 448 650 2020 5 33 8 29 

1969 91 0 436 651 2021 20 0 0 2 

1970 119 0 437 1,114 不明 36 0 1,932 17,298 

1971 88 4 438 888 総計 4,380 3,016 16,959 49,433 

 2021.3 末時点 

- 110-



 

 

②トンネル 

建設年度 
国土 

交通省 

高速 

道路会社 

県・ 

政令市等 
市町村  建設年度 

国土 

交通省 

高速 

道路会社 

県・ 

政令市等 
市町村 

1920 以前 0 0 0 2 1972 8 0 17 4 

1921 0 0 0 0 1973 5 0 10 2 

1922 0 0 0 0 1974 7 2 8 0 

1923 0 0 0 1 1975 6 0 6 3 

1924 0 0 0 0 1976 1 0 10 0 

1925 0 0 4 0 1977 1 4 9 1 

1926 0 0 1 0 1978 0 0 21 2 

1927 0 0 0 6 1979 3 0 8 2 

1928 0 0 0 1 1980 5 4 16 2 

1929 0 0 3 1 1981 5 7 13 1 

1930 0 0 1 0 1982 1 6 13 1 

1931 0 0 1 0 1983 2 6 13 2 

1932 0 0 0 0 1984 5 0 11 3 

1933 0 0 0 0 1985 1 1 8 1 

1934 0 0 2 0 1986 2 8 14 2 

1935 0 0 0 1 1987 3 0 14 1 

1936 0 0 0 0 1988 4 1 18 3 

1937 0 0 0 0 1989 1 2 16 7 

1938 0 0 0 0 1990 1 6 13 4 

1939 0 0 0 1 1991 0 12 15 1 

1940 0 0 0 0 1992 8 1 12 0 

1941 0 0 0 1 1993 3 3 7 2 

1942 0 0 1 0 1994 3 4 12 1 

1943 0 0 0 0 1995 1 2 10 1 

1944 0 0 0 1 1996 3 2 17 9 

1945 0 0 0 0 1997 1 10 16 3 

1946 0 0 0 1 1998 2 11 13 6 

1947 0 0 1 1 1999 4 9 15 5 

1948 0 0 1 0 2000 3 2 17 3 

1949 0 0 0 0 2001 5 3 15 7 

1950 0 0 1 0 2002 2 11 25 1 

1951 0 0 2 0 2003 1 0 12 1 

1952 0 0 2 0 2004 1 0 3 3 

1953 0 0 0 1 2005 2 0 12 1 

1954 0 0 3 1 2006 8 0 6 2 

1955 0 0 1 0 2007 12 1 16 1 

1956 0 0 1 0 2008 6 0 4 1 

1957 0 0 4 2 2009 7 0 4 1 

1958 1 0 4 0 2010 6 0 9 2 

1959 1 0 3 0 2011 4 0 7 1 

1960 0 0 2 1 2012 4 1 4 0 

1961 2 0 4 1 2013 4 0 3 0 

1962 1 0 1 0 2014 9 0 10 0 

1963 8 0 1 1 2015 8 0 3 1 

1964 1 0 2 5 2016 31 0 7 0 

1965 3 0 0 2 2017 13 0 2 2 

1966 3 0 2 3 2018 5 0 6 3 

1967 1 0 1 0 2019 2 7 7 0 

1968 6 0 2 2 2020 8 1 0 0 

1969 6 0 5 4 2021 0 0 0 0 

1970 8 0 3 2 不明 0 0 1 19 

1971 9 0 0 0 総計 277 127 587 160 

 2021.3 末時点 
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（８） 各都道府県における道路管理者毎の老朽化対策状況 

〇 各都道府県における道路管理者毎（国土交通省、高速道路会社、都道府県、市区町村）

の老朽化対策状況（橋梁、トンネル、道路附属物等の判定区分や措置状況等）を視覚化

した情報を初公開。 
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（９） 全国道路構造物情報マップ（損傷マップ） 

〇 直近 5 年間（2016～2020 年度）の点検で判定区分Ⅲ・Ⅳと診断された橋梁、トンネル、

道路附属物等の諸元や点検結果、措置状況等を地図上で閲覧できる「全国道路構造物情

報マップ（損傷マップ）」を初公開。 
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